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表紙

証券コード：7459

第115回

定時株主総会
招集ご通知

日　時

2024年6月25日（火曜日）
午前10時

場　所

決議事項

東京都江東区有明三丁目７番11号
東京ベイ有明ワシントンホテル
３階アイリスの間

議　案　　取締役12名選任の件

議決権行使期限

議決権行使期限

2024年6月24日（月曜日）
午後5時30分まで
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経営理念

■ 経営理念

■ 経営方針

■ 事業フィールド

■ グループスローガン

■ シンボルマークの紹介

流通価値の創造を通じて
人々の健康と社会の発展に貢献します。

1. 社会から信頼される活力ある企業文化の創造

2. 株主価値を高める経営とコンプライアンスの徹底

3. 誠実で自由闊達な社風の醸成と創造性に富む人材の育成

医療と健康、美

元気と、かがやき

手をつなぐ人々と、調和をイメージしたデザインで、「協調・共生」と「生きるための力強さ」を表現するととも
に、お得意様やお取引先と手を携えて成長する企業、多様な方向へ発展していく企業、人間尊重の姿勢をもった企
業であることを表現しています。
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狭義招集

株 主 各 位 （証券コード：7459）
2024年6月３日

東京都中央区京橋三丁目１番１号

代表取締役社長　渡 辺  秀 一

　当社ウェブサイト　　　https://www.medipal.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、トップページより「株主・投資家情報」「株主・
株式情報」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「メディパルホー
ルディングス」又は「コード」に当社証券コード「7459」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会
資料」欄よりご確認ください。）

第115回 定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第115回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、
以下のウェブサイトにアクセスいただき、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト
にも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　なお、当日ご出席に代えて、書面またはインターネット等によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、「議決権行使方法のご案内」（6
ページから8ページ）の記載に従って、2024年6月24日（月曜日）午後5時30分までに、議決権を
ご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬  具
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狭義招集

1.  日　　時 2024年6月25日（火曜日）午前10時
2.  場　　所 東京都江東区有明三丁目7番11号

東京ベイ有明ワシントンホテル　３階アイリスの間

3.  目的事項
報告事項 1. 第115期（2023年4月1日から2024年3月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第115期（2023年4月1日から2024年3月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 議　案　　取締役12名選任の件

記

4.  議決権行使に関する事項
⑴ 議決権行使書面において、議案に対する賛否の意思表示がない場合は、賛成の意思表示をされたも

のとして取り扱わせていただきます。
⑵ インターネットによる方法により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効

な議決権行使として取り扱わせていただきます。
⑶ 議決権行使書面とインターネットによる方法を重複して議決権を行使された場合は、インターネッ

トによる議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。
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狭義招集

◎お願い
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ

げます。
◎お知らせ
・当日当社では、ノーネクタイ等の軽装（クールビズ）にてご対応させていただきます。

5.  株主総会参考書類及び招集ご通知に関する事項
⑴ 本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書

面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社
定款第17条に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表
なお、当該書面は、会計監査人及び監査役がそれぞれ会計監査報告及び監査報告を作成するに際し
て監査をした連結計算書類又は計算書類の一部であります。

⑵ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

以 上
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議決権行使方法のご案内

議決権行使方法のご案内

株主総会への出席
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください｡

日　　時
　 2024年６月25日（火曜日）  午前10時　

場　　所
　

東京都江東区有明三丁目7番11号
東京ベイ有明ワシントンホテル　３階アイリスの間

議決権行使書の郵送
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　 2024年６月24日（月曜日）  午後 5時30分到着分まで　

株主総会における議決権の行使には､以下の３つの方法があります｡

株式会社メディパルホールディングス　御中

株式会社メディパルホールディングス

議 決 権 行 使 書 議決権行使個数株主番号

株　式　会　社
メ デ ィ パ ル
ホールディングス

個

切
（

取

）
線

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●

●●●●年　●月●●日

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

議　案

欄
示
表
否
賛

議　案

賛

否

（ ）下の候補
者を除く

こちらに、議案の賛否をご記入ください。

【議決権の行使のお取り扱いについて】
議決権行使書用紙において、議案につき賛否のご表示のない場合は、
「賛」の意思表示があったものとして取り扱うこととさせていただきます。

インターネットによる議決権行使に必要となる、
議決権行使コードとパスワードは裏面に記載されています。

議決権行使書のご記入方法のご案内

全員賛成の場合

議案

全員否認する場合

一部の候補者を
否認する場合

「賛」の欄に○印

「否」の欄に○印

「賛」の欄に○印
をし、否認する
候補者の番号を
ご記入ください。
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議決権行使方法のご案内

株式会社メディパルホールディングス　御中

株式会社メディパルホールディングス

議 決 権 行 使 書 議決権行使個数株主番号

株　式　会　社
メ デ ィ パ ル
ホールディングス

個

切
（

取

）
線

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●

●●●●年　●月●●日

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

議　案

欄
示
表
否
賛

第２号
議　案

第１号
議　案 （ ）下の候補

者を除く

賛

否

賛

否

（ ）下の候補
者を除く

行使
期限

2024年6月24日（月曜日）
午後5時30分入力分まで

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。

2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読取ってください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。
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議決権行使方法のご案内

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ 機関投資家の皆様へ

機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式
会社ICJの運営する「議決権電子行使プラットフォーム」
から電磁的方法による議決権行使を行っていただくこと
も可能です。

※1 パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。
※2 ‌�書面およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック
※操作画面はイメージです。
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取締役選任議案

株主総会参考書類

議　案 取締役12名選任の件
　本株主総会終結の時をもって、取締役12名全員が任期満了となります。
　つきましては、社外取締役候補者４名を含む取締役12名の選任をお願いするものであります。
　当社は、「取締役の選任方針」（25ページご参照）を定め、当社グループの持続的な成長と中長
期的な企業価値の向上に資するため、コンプライアンスに誠実かつ率先垂範して取り組み、豊富な
経験、高い見識、高度な専門性を有する者を取締役として選任することを基本方針としておりま
す。
　取締役の構成は、社外取締役の比率を3分の１以上とし、取締役会全体の知識・経験・能力のバ
ランス、多様性を確保しております。
　取締役に求める要件は、「スキルマトリックス」（26ページご参照）により明確化し、これに照
らして、相応しい人物を取締役候補者としております。
　なお、取締役候補者は、「指名・報酬委員会」（24ページご参照）の答申を受け決定しておりま
す。
　また、社外取締役候補者全員が、「社外役員の独立性基準」（27ページご参照）を満たしており
ます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

9
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取締役選任議案

候補者
番号 氏　名 現在の当社における地位及び担当 取締役会

出席状況

1
わた

渡
 

 
なべ

辺  
しゅう

 秀 
いち

一
代表取締役社長
グループコンプライアンス管掌
（指名・報酬委員会 指名委員）

100％
(13回／13回)

2
ちょう

 長 
ふく

福
 

　
やす

恭
 

 
ひろ

弘 取締役副社長 医薬事業担当 92％
(12回／13回)

3
よ

依
 

 
だ

田
 

　
とし

俊
 

 
ひで

英 専務取締役 ＩＲ担当 兼 事業開発本部長
（指名・報酬委員会 報酬委員）

100％
(13回／13回)

4
さ

左
 

 
こん

近
 

　
ゆう

祐
 

 
じ

史
常務取締役 管理本部長
兼 ＣＳＲ委員会委員長
（指名・報酬委員会 委員）

100％
(13回／13回)

５
み

三
 

 
むら

村
 

　
こう

浩
 

 
いち

一 取締役 事業戦略担当 100％
(13回／13回)

6
わた

渡
 

 
なべ

辺
 

　
しん

紳
 

 
じ

二
 

 
ろう

郎 取締役 システム担当 100％
(13回／13回)

7
いま

今 
がわ

川
 

　
くに

国 
あき

明 取締役 100％
(13回／13回)

8
よし

吉
 

 
だ

田
 

　
たく

拓
 

 
や

也 取締役 100％
(9回／9回)

9
か

加
 

 
が

々
 

 
み

美
 

　
みつ

光
 

 
こ

子 社外取締役候補者 社外取締役
（指名・報酬委員会 委員）

92％
(12回／13回)

10
あさ

浅
 

 
の

野
 

　
とし

敏
 

 
お

雄 社外取締役候補者 社外取締役
（指名・報酬委員会 委員長）

85％
(11回／13回)

11
しょう

 昌 
じ

子
 

　
く

久
 

 
に

仁
 

 
こ

子 社外取締役候補者 社外取締役
（指名・報酬委員会 委員）

92％
(12回／13回)

12
いわ

岩
 

 
もと

本  
ひろし

 洋 社外取締役候補者
　

社外取締役
（指名・報酬委員会 委員）

100％
(13回／13回)

10
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取締役選任議案

候補者番号 1
　

わ た

渡
な べ

辺
 

 
しゅう

秀
い ち

一
（1952年4月11日生）

指名・報酬委員会 指名委員

取締役会出席状況
100％ (13回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1979年    8月 クラヤ薬品株式会社(現・当社）入社
    1990年    12月 同社取締役
    1994年    12月 同社常務取締役
    2000年    4月 株式会社クラヤ三星堂(現・当社）取締役
    2004年    4月 クラヤ三星堂分割準備株式会社

(現・株式会社メディセオ)
代表取締役社長

    2007年    6月 株式会社メディセオ・パルタックホール
ディングス(現・当社)常務取締役

    2008年    6月 同社専務取締役
    2011年    4月 当社代表取締役副社長
    2012年    4月 当社代表取締役社長(現任)

　    4月 株式会社メディセオ
代表取締役会長

    2020年    6月 当社グループコンプライアンス管掌（現任）
    2022年    4月 株式会社メディセオ

取締役相談役(現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社メディセオ取締役相談役

● 候補者とした理由
渡辺秀一氏は、代表取締役社長として当社グループの経営をリードするとともに、取締役会の
議長として取締役会を適切に運営し、取締役の業務執行を適切に監督しております。
2012年４月に当社の代表取締役社長に就任以来、既存事業の革新と新規事業の創造をさらに強
く推し進めております。また、経営トップ自らが「グループコンプライアンス管掌」として、
率先してコンプライアンス経営を推進しております。
今後も、「医療と健康、美」の流通を支える卸としての可能性を拡大し、社会的課題の解決と
当社グループの企業価値向上の両立に資する取締役として適任であると判断し、引き続き、取
締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
渡辺秀一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　175,500株

11
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取締役選任議案

候補者番号 2
　

ちょう

長
ふ く

福
 

 
や す

恭
ひ ろ

弘
（1954年12月8日生）

取締役会出席状況
92％ (12回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1977年    4月 株式会社三星堂(現・当社)入社
    2004年    7月 株式会社クラヤ三星堂(現・当社)

執行役員
    2007年    6月 株式会社メディセオ・パルタックホール

ディングス(現・当社)取締役
    2009年    10月 株式会社メディセオ取締役

    2010年    6 月 同社常務取締役

    2012年    4月 同社代表取締役社長
　    6月 当社医薬事業担当(現任)

    2016年    6月 当社専務取締役
    2019年    6月 当社取締役副社長(現任)
    2022年    4月 株式会社メディセオ

代表取締役会長（現任）
    2023年    3月 日医工株式会社社外取締役

会長（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社メディセオ代表取締役会長
日医工株式会社社外取締役会長

● 候補者とした理由
長福恭弘氏は、当社グループの中核事業である医薬事業に関する深い知見を有し、医薬事業担
当として業務執行に携わり、当社グループの業績向上に取り組んでおります。
同氏は、医薬事業担当として、率先してコンプライアンス経営の推進に取り組んでおります。
今後も、一層コンプライアンスの徹底に取り組み、社会から信頼される企業としての確固たる
体制を構築していくうえで、当社グループの企業価値向上に資する取締役として適任であると
判断し、引き続き、取締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
長福恭弘氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　52,200株

12
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取締役選任議案

候補者番号 3
　

よ

依
だ

田
 

 
と し

俊
ひ で

英
（1963年1月8日生）

指名・報酬委員会 報酬委員

取締役会出席状況
100％ (13回／13回)

　

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1985年    4月 日本勧業角丸証券株式会社入社
    1989年    5月 ＵＢＳ証券会社入社
    1996年    7月 ＩＮＧベアリング証券会社入社
    2000年    12月 リーマン・ブラザーズ証券会社入社
    2008年    10月 バークレイズ・キャピタル証券株式会社入社

同社マネージングディレクター
    2010年    6月 当社取締役
    2012年    4月 当社常務取締役

当社ＩＲ担当 兼 事業開発本部長

    2016年    5月 ＳＰＬｉｎｅ株式会社取締役
　    5月 メディエ株式会社取締役
　    6月 株式会社メディセオ取締役

    2018年    2月 JCR USA, Inc.取締役(現任)
　    6月 当社専務取締役（現任）
　    6月 JCRファーマ株式会社社外取締役（現任）

    2020年    1月 当社事業開発本部事業投資部長
    2021年    5月 株式会社ファルフィールド取締役
    2022年    6月 当社事業開発本部長（現任）
    2023年    6月 当社ＩＲ担当（現任）

● 重要な兼職の状況
JCR USA, Inc.取締役
JCRファーマ株式会社社外取締役

● 候補者とした理由
依田俊英氏は、金融業界における医薬品セクターのアナリストとして培った知見を最大限に発
揮して、当社グループの新規事業の創造を牽引し、着実にその成果を上げております。
今後も、既存の枠組みにとらわれない新たなビジネスモデルを構築していくうえで、当社グル
ープの企業価値向上に資する取締役として適任であると判断し、引き続き、取締役候補者とい
たしました。

● 特別の利害関係
依田俊英氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　13,300株

13



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2024/05/20 12:17:01 / 23072043_株式会社メディパルホールディングス_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者番号 4
　

さ

左
こ ん

近
 

 
ゆ う

祐
じ

史
（1953年5月8日生）

指名・報酬委員会 委員

取締役会出席状況
100％ (13回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1977年    4月 株式会社三星堂(現・当社)入社
    2008年    7月 株式会社クラヤ三星堂

(現・株式会社メディセオ)
執行役員

    2012年    4月 当社執行役員
　    6月 当社取締役
　    10月 当社ＣＳＲ委員会委員長(現任)

    2013年    6月 当社管理本部長(現任)
    2016年    1月 株式会社アステック取締役(現任)
    2017年    6月 株式会社ＭＭコーポレーション取締役(現任)
    2018年    6月 当社常務取締役（現任）
    2022年    5月 株式会社ファルフィールド取締役（現任）
    2023年    6月 株式会社ＰＡＬＴＡＣ取締役（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社アステック取締役
株式会社ファルフィールド取締役
株式会社ＰＡＬＴＡＣ取締役
（注）2024年6月7日付で株式会社ＭＭコーポレーションの取締役を退任予定

● 候補者とした理由
左近祐史氏は、当社グループの業務に精通しており、経営に関する見識と幅広い経験を活かし
て、管理本部長として、当社グループのガバナンスの確保に努めております。
今後も、ＥＳＧ・ＳＤＧsへの取り組みなどを通じて、持続可能な経済社会の実現に貢献してい
くうえで、当社グループの企業価値向上に資する取締役として適任であると判断し、引き続
き、取締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
左近祐史氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　23,400株

14
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取締役選任議案

候補者番号 5
　

み

三
む ら

村
 

 
こ う

浩
い ち

一
（1957年10月8日生）

取締役会出席状況
100％ (13回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1987年    10月 住友スリーエム株式会社

（現・スリーエム ジャパン株式会社）入社
    2006年    2月 スリーエム インドネシア代表取締役社長
    2009年    2月 住友スリーエム株式会社（現・ス

リーエム ジャパン株式会社）執行
役員/取締役工業用マーケット担当

    2010年    3月 同社取締役工業用及び自動車
マーケット担当

    2012年    4月 同社代表取締役社長
　    4月 スリーエムヘルスケア株式会社

代表取締役社長
    2014年    9月 スリーエム ジャパン株式会社

代表取締役社長

    2016年    9月 ３M本社,VicePresident,
Assembly Solutions

    2018年    11月 ３ＭAsia Pacific,Transportation 
and Electronics Business担当
Business Director

    2020年    6月 当社社外取締役
    2021年    6月 当社取締役（現任）
    2022年    6月 株式会社メディセオ取締役（現任）

　    6月 当社広報・ＩＲ担当
    2023年    4月 ＭＰ五協フード&ケミカル

株式会社取締役（現任）
　    6月 ＭＰアグロ株式会社取締役
　    6月 当社事業戦略担当（現任）
　    10月 ＭＰアグロ株式会社取締役会長（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社メディセオ取締役
ＭＰ五協フード&ケミカル株式会社取締役
ＭＰアグロ株式会社取締役会長
（注）2024年６月5日付でメディパルフーズ株式会社の取締役に就任予定

● 候補者とした理由
三村浩一氏は、スリーエム インドネシア代表取締役社長、スリーエム ジャパン株式会社の代表
取締役社長等を歴任し、また、スリーエム米国本社のグローバルエレクトロニクス事業のビジ
ネス担当役員を務めてまいりました。
今後も、グローバルな経営に関与した豊富な経験と幅広い見識を最大限に発揮して業務執行に
あたることで、当社グループの企業価値向上に資する取締役として適任であると判断し、引き
続き、取締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
三村浩一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　2,000株

15
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取締役選任議案

候補者番号 6
　

わ た

渡
な べ

辺
 

 
し ん

紳
じ

二
ろ う

郎
（1972年10月28日生）

取締役会出席状況
100％ (13回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    2008年    9月 株式会社アトル入社
    2009年    6月 同社取締役
    2013年    4月 同社代表取締役社長(現任)

　    6月 当社取締役(現任)

    2016年    6月 当社ＩＴ事業担当
    2018年    4月 当社システム担当

　    10月 当社システム本部長
    2021年    10月 当社システム担当（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社アトル代表取締役社長

● 候補者とした理由
渡辺紳二郎氏は、システム担当として、当社グループのシステムを統括するとともに、子会社
の株式会社アトルの代表取締役社長として業務執行に携わり、当社グループの業績向上に取り
組んでおります。
今後も、デジタルヘルスケア分野における新たな価値を提供していくうえで、当社グループの
企業価値向上に資する取締役として適任であると判断し、引き続き、取締役候補者といたしま
した。

● 特別の利害関係
渡辺紳二郎氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　36,000株

16
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取締役選任議案

候補者番号 7
　

い ま

今
が わ

川
 

 
く に

国
あ き

明
（1961年9月10日生）

取締役会出席状況
100％ (13回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1984年    4月 クラヤ薬品株式会社(現・当社）入社
    2004年    10月 株式会社メディセオホールディングス(現・当社）

営業戦略部専任部長
    2005年    10月 株式会社メディセオ・パルタックホールディングス

（現・当社）営業戦略部長
    2008年    7月 同社執行役員
    2009年    10月 株式会社メディセオ

執行役員ソリューション部長
    2010年    4月 同社営業戦略本部副本部長
    2011年    4月 同社営業戦略部長

    2012年    4月 同社戦略本部長
　    6月 同社取締役
　    10月 当社執行役員

事業開発本部副本部長
    2015年    10月 当社事業開発本部調剤戦略部長
    2017年    4月 株式会社メディセオ東京支社

副支社長 兼 東京統括営業部長
兼 東京卸営業部長

    2019年    4月 同社東京支社長
    2022年    4月 同社代表取締役社長（現任）
    2022年    6月 当社取締役（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社メディセオ代表取締役社長

● 候補者とした理由
今川国明氏は、子会社の株式会社メディセオにおいて営業の支店長を経験後、ソリューション
事業の中心的な役割を担い成果をあげてきました。当社グループの中核事業である医薬事業に
関する深い知見を有しており、子会社の株式会社メディセオの代表取締役社長として業務執行
に携わり、当社グループの業績向上に取り組んでおります。
今後は、「Change the 卸」を担う人材の一人として、新しい卸の姿を実現するうえで、当社
グループの企業価値向上に資する取締役として適任であると判断し、引き続き、取締役候補者
といたしました。

● 特別の利害関係
今川国明氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　10,000株
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取締役選任議案

候補者番号 8
　

よ し

吉
だ

田 
た く

拓
や

也
（1972年11月23日生）

取締役会出席状況
100％ (9回／9回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1995年    4月 株式会社三和銀行

（現・株式会社三菱ＵＦＪ銀行）入行
    2000年    4月 株式会社新和パルタック

(現・株式会社ＰＡＬＴＡＣ)入社
    2016年    4月 同社執行役員近畿支社長
    2019年    4月 同社常務執行役員商品本部長
    2020年    10月 同社常務執行役員東京支社長
    2021年    4月 同社専務執行役員東京支社長
    2023年    4月 同社副社長執行役員兼ＣＯＯ

    2023年    6月 同社代表取締役社長（現任）
　    6月 当社取締役（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社ＰＡＬＴＡＣ代表取締役社長

● 候補者とした理由
吉田拓也氏は、当社グループの主要事業である化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業におけ
る豊富な経験を有し、子会社の株式会社ＰＡＬＴＡＣの代表取締役社長として業務執行に携わ
り、当社グループの業績向上に取り組んでおります。
今後も、同社が中期経営計画を着実に展開していくことで、当社グループの企業価値向上に資
する取締役として適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
吉田拓也氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　1,200株
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候補者番号 9
　

か

加
が

々
み

美
 

 
み つ

光
こ

子
（1958年5月18日生）

社外取締役候補者
　

指名・報酬委員会 委員
　

取締役会出席状況
92％ (12回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1985年    4月 東京地方裁判所判事補
    1988年    4月 秋田地方・家庭裁判所判事補
    1991年    4月 横浜地方裁判所判事補
    1995年    1月 弁護士登録
    1998年    4月 慶應義塾大学法学部非常勤講師
    2000年    4月 桐蔭横浜大学法学部非常勤講師

    2004年    4月 慶應義塾大学大学院法務研究科教授
    2007年    4月 同大学大学院法務研究科非常勤講師
    2014年    6月 当社社外取締役(現任)
    2015年    6月 相鉄ホールディングス株式会社

社外取締役(現任)
    2021年     6月 信越化学工業株式会社社外監査役（現任）

● 重要な兼職の状況
弁護士（加々美法律事務所）
相鉄ホールディングス株式会社社外取締役
信越化学工業株式会社社外監査役

● 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
加々美光子氏は、弁護士業務を通じて培われた豊富な経験及び企業法務の専門的な知識をもと
に、当社の取締役会において、幅広い見地から有益なご意見、適切なご助言をいただいており
ます。また、2019年11月に、当社連結対象の完全子会社である株式会社メディセオが、独占
禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立入検査を受けた以降は、社外取締役
として、コンプライアンスの徹底に向けて有益なご意見、適切なご助言をいただくなど、その
職責を十分に果たしております。加えて、コンプライアンス委員会の委員として、当社グルー
プのコンプライアンスを継続的にモニタリングし、遵法精神に則った企業風土を確立していく
うえで有益なご意見、適切なご助言をいただいております。さらに、指名・報酬委員会の委員
として、コーポレートガバナンスの充実のために有益なご意見、適切なご助言をいただいてお
ります。なお、同氏は、過去に社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与された経験
はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと
判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
加々美光子氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　900株

独立性に関する事項
・当社は、加々美光子氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする
予定であります。

・加々美光子氏は、加々美法律事務所の所属弁護士であります。なお、当社と同所との間には役務
提供等の取引関係はありません。

・当社グループでは、加々美光子氏が現に社外取締役を務めている相鉄ホールディングス株式会社
との間には取引関係はありません。

・当社グループでは、加々美光子氏が現に社外監査役を務めている信越化学工業株式会社との間で
商品販売に関する取引がありますが、当社グループとの取引額は、当社グループの連結売上高の
0.1％未満であることから、同氏は独立性を有するものと判断しております。

社外取締役としての在任期間
・10年（本株主総会終結時）
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候補者番号 10
　

あ さ

浅
の

野
 

 
と し

敏
お

雄
（1952年12月4日生）

社外取締役候補者
　

指名・報酬委員会 委員長
　

取締役会出席状況
85％ (11回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1975年    4月 旭化成株式会社入社
    2003年    10月 旭化成ファーマ株式会社執行役員
    2010年    4月 同社代表取締役社長

兼 社長執行役員
    2011年    4月 旭化成株式会社執行役員
    2014年    4月 同社社長執行役員
    2014年    6月 同社代表取締役社長

    2016年    6月 同社常任相談役
　    8月 当社顧問

    2017年    6月 当社社外取締役(現任)
    2019年    6月 株式会社ダイセル社外取締役(現任)

　    6月 東京センチュリー株式会社社外取締役(現任)
    2021年    6月 公益財団法人がん研究会理事長（現任）
    2022年    6月 旭化成株式会社相談役（現任）

● 重要な兼職の状況
旭化成株式会社相談役
株式会社ダイセル社外取締役
東京センチュリー株式会社社外取締役
公益財団法人がん研究会理事長
● 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
浅野敏雄氏は、旭化成ファーマ株式会社及び旭化成株式会社の代表取締役社長等を歴任され、会社の
経営に関与された豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の取締役会において、客観的、専門的見地
から有益なご意見、適切なご助言をいただいております。また、2019年11月に、当社連結対象の完
全子会社である株式会社メディセオが、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による
立入検査を受けた以降は、社外取締役として、コンプライアンスの徹底に向けた実効性のある取り組
みを行うよう提言するなど、主導的な役割を果たしており、その職責を十分に果たしております。さ
らに、指名・報酬委員会の委員長として、コーポレートガバナンスの充実のためにご尽力をいただい
ております。上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断し、引
き続き、社外取締役候補者といたしました。
● 特別の利害関係
浅野敏雄氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　7,200株

独立性に関する事項
・当社は、浅野敏雄氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予
定であります。

・当社グループでは、浅野敏雄氏が過去に代表取締役社長を務めていた旭化成株式会社の子会社で
ある旭化成ファーマ株式会社との間で、医薬品等の仕入等に関する取引がありますが、当社グル
ープとの取引額は、当社グループの連結売上高の0.4％であることから、同氏は独立性を有する
ものと判断しております。

・当社グループでは、浅野敏雄氏が現に社外取締役を務めている株式会社ダイセルとの間で、商品
販売等に関する取引がありますが、当社グループとの取引額は、当社グループの連結売上高の
0.1％未満であることから、同氏は独立性を有するものと判断しております。

・当社グループでは、浅野敏雄氏が現に社外取締役を務めている東京センチュリー株式会社との間
で、商品販売等に関する取引がありますが、当社グループとの取引額は、当社グループの連結売
上高の0.1％未満であることから、同氏は独立性を有するものと判断しております。

・浅野敏雄氏は、公益財団法人がん研究会理事長を務めておりますが、当社と同会との間には特別
な利害関係はありません。

社外取締役としての在任期間
・7年（本株主総会終結時）
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候補者番号 11
　

しょう

昌
じ

子
 

 
く

久
に

仁
こ

子
（1954年1月8日生）

社外取締役候補者
　

指名・報酬委員会 委員
　

取締役会出席状況
92％ (12回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1977年    4月 持田製薬株式会社入社
    1986年    7月 ジョンソン･エンド･ジョンソン

株式会社入社
    2002年    9月 テルモ株式会社入社
    2004年    6月 同社執行役員
    2007年    6月 同社上席執行役員
    2010年    6月 同社取締役上席執行役員
    2017年    4月 同社取締役顧問

　    6月 同社顧問

    2018年    6月 当社社外取締役（現任）
　    6月 株式会社ニチレイ社外取締役（現任）

    2019年    3月 ＤＩＣ株式会社社外取締役（現任）
　    4月 神奈川県立保健福祉大学大学院

ヘルスイノベーション研究科教授
    2024年    4月 神奈川県立保健福祉大学

シニアフェロー（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社ニチレイ社外取締役
ＤＩＣ株式会社社外取締役
神奈川県立保健福祉大学シニアフェロー

● 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
昌子久仁子氏は、テルモ株式会社の取締役等を歴任されるとともに、同社の薬事部門や臨床開発部門
の責任者を担ってこられ、かかる豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の取締役会において、客観
的、専門的見地から有益なご意見、適切なご助言をいただいております。また、2019年11月に、当
社連結対象の完全子会社である株式会社メディセオが、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取
引委員会による立入検査を受けた以降は、社外取締役として、コンプライアンスの徹底に向けて有益
なご意見、適切なご助言をいただくなど、その職責を十分に果たしております。加えて、コンプライ
アンス委員会の委員として、当社グループのコンプライアンスを継続的にモニタリングし、遵法精神
に則った企業風土を確立していくうえで有益なご意見、適切なご助言をいただいております。さら
に、指名・報酬委員会の委員として、コーポレートガバナンスの充実のために有益なご意見、適切な
ご助言をいただいております。上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できる
ものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
昌子久仁子氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
所有する当社株式の数　－株

独立性に関する事項
・当社は、昌子久仁子氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする
予定であります。

・当社グループでは、昌子久仁子氏が過去に取締役を務めていたテルモ株式会社との間で、医療機
器等の仕入等に関する取引がありますが、当社グループとの取引額は、当社グループの連結売上
高の0.6％であることから、同氏は独立性を有するものと判断しております。

・当社グループでは、昌子久仁子氏が現に社外取締役を務めている株式会社ニチレイとの間で、商
品仕入に関する取引がありますが、当社グループとの取引額は、当社グループの連結売上高の
0.1％未満であることから、同氏は独立性を有するものと判断しております。

・当社グループでは、昌子久仁子氏が現に社外取締役を務めているＤＩＣ株式会社との間で、商品
販売等に関する取引がありますが、当社グループとの取引額は、当社グループの連結売上高の
0.1％未満であることから、同氏は独立性を有するものと判断しております。

・昌子久仁子氏は、神奈川県立保健福祉大学シニアフェローを務めておりますが、当社と同大学と
の間には特別な利害関係はありません。

社外取締役としての在任期間
・6年（本株主総会終結時）
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候補者番号 12
　

い わ

岩
も と

本
 

 
ひろし

洋
（1959年2月20日生）

社外取締役候補者
　

指名・報酬委員会 委員
　

取締役会出席状況
100％ (13回／13回)

● 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
    1981年    4月 株式会社第一勧業銀行

（現・株式会社みずほ銀行）入行
    2004年    10月 みずほ総合研究所株式会社上席理事調査本部

副本部長チーフエコノミスト
    2009年    6月 同社常務執行役員調査本部副本部長
    2010年    4月 同社常務執行役員企画管理本部長

　    4月 武蔵野音楽大学講師

    2017年    4月 みずほ総合研究所株式会社
専務執行役員企画管理本部長

    2019年    5月 中央不動産株式会社
(現・中央日本土地建物株式会社)顧問

　    6月 森永製菓株式会社社外監査役
    2021年    6月 当社社外取締役（現任）
    2024年    3月 株式会社白洋舎社外監査役（現任）

● 重要な兼職の状況
株式会社白洋舎社外監査役

● 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
岩本洋氏は、金融業界にて培った財務業務、人事業務の経験とその後の情報・通信業界におけ
る豊富なマネジメント経験を有しており、かかる豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の取
締役会において、客観的、専門的見地から有益なご意見、適切なご助言をいただいておりま
す。さらに、指名・報酬委員会の委員として、コーポレートガバナンスの充実のために有益な
ご意見、適切なご助言をいただいております。上記の理由により、社外取締役として、その職
務を適切に遂行できるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。

● 特別の利害関係
岩本洋氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

所有する当社株式の数　－株

独立性に関する事項

社外取締役としての在任期間
・3年（本株主総会終結時）

・当社は、岩本洋氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定
であります。

・岩本洋氏は、過去に株式会社みずほ銀行に勤務しておりましたが、当社グループでは、同行から
の借入金残高はありません。

・当社グループでは、岩本洋氏が現に社外監査役を務めている株式会社白洋舎との間で、クリーニ
ング等に関する取引がありますが、当社グループとの取引額は、当社グループの連結売上高の
0.1％未満であることから、同氏は独立性を有するものと判断しております。
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■特記事項
【責任限定契約の内容の概要】
　当社は、各社外取締役との間で、会社法第427条第1項の規定による責任限定契約を締結しており、
当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。各候補者の再任が承認
された場合は、各氏との間に当該契約を継続する予定であります。

【補償契約の内容の概要】
　当社は、2021年3月9日開催の取締役会決議により、会社補償基本方針を制定しております。当該方
針では、会社法第430条の2第1項の規定に基づき、争訟費用等、損害賠償金及び和解金の全部又は一部
を当社が補償することについて定めております。各候補者の再任が承認された場合は、各氏との間に当
該方針に従った内容の補償について合意したものとみなすこととしております。

【役員等賠償責任保険契約の内容の概要】
　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお
ります。当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請
求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されます。当該保険契約の保
険料は、当社及び当社子会社が全額負担しております。各候補者の再任が承認された場合は、当該保険
契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同様の内容で更新する予定であり
ます。
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【ご参考】取締役の選任方針

１. 目的
　取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバ
ナンスの充実を図ることを目的として、取締役会の諮問機関として、任意の「指名・報酬委員会」
を設置するものであります。

２. 役割
　指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、次の事項について審議し、取締役会に対して答
申を行います。
⑴ 指名に関する事項
① 取締役の選任・解任の方針
② 取締役の選任・解任（株主総会決議事項）に関する事項
③ 代表取締役の選定・解職に関する事項
④ 役付取締役の選定・解職に関する事項
⑤ 後継者計画に関する事項
⑵ 報酬に関する事項
① 取締役の報酬等に関する方針
② 取締役の報酬限度額（株主総会決議事項）に関する事項
③ 取締役の個人別の報酬に関する事項
⑶ その他経営上の重要事項で、取締役会が必要と認めた事項

３．構成
　指名・報酬委員会は、取締役会の決議によって選定された３名以上の委員で構成し、委員の過半
数を社外取締役とし、委員長は社外取締役が務めます。

【ご参考】

＜指名・報酬委員会＞
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【ご参考】取締役の選任方針

① 取締役の選任方針
　当社グループの持続的な発展と中長期的な企業価値の向上に資するため、コンプライアンスに誠
実かつ率先垂範して取り組み、豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する者を取締役として選
任することを基本方針とします。
ａ）社内取締役
　企業経営、ヘルスケア、Ｍ＆Ａ、ガバナンス、ＩＴ等に関する業務経歴、能力を有し、経営の
意思決定および業務執行の監督に携わる者として、当社グループの経営理念の実現に相応しいリ
ーダーシップ、中長期的視野を持つ者の中から、人格、経験等も総合的に勘案し、候補者としま
す。
ｂ）社外取締役
　企業経営、ヘルスケア、財務・会計、法務、国際等に関する知見および豊富な経験を有する者
の中から、人格、他社役員の兼任状況等を総合的に勘案し、候補者とします。
　なお、原則として、通算任期は、最長８年もしくは12年（監査役の任期４年×２期もしくは３
期）までとし、現に４社以上の上場会社の役員に任ぜられていないことを要件とします。
　また、別に定める独立性の要件に該当しない場合でも、高い見識、高度な倫理観を有する者を
社外取締役候補者とすることができるものとします。ただし、この場合であっても、独立社外取
締役の比率は３分の１以上とします。

② 取締役の選任手続き
　取締役候補者は、指名・報酬委員会（委員の過半数を社外取締役とし、委員長は社外取締役が務
めます）による審議、答申を経て、取締役会で決議のうえ、株主総会に付議することとします。
　代表取締役および役付取締役の選定についても、指名・報酬委員会による審議、答申を経て、取
締役会で選定することとします。

③ 取締役の解任手続き
　取締役が法令または定款に違反する行為を行った場合、または、職務懈怠等により、その機能を
十分に発揮していないと認められる場合には、指名・報酬委員会による公正かつ厳格な審議を経た
うえで、取締役会にて審議を行います。

＜取締役の選任方針＞
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【ご参考】取締役の選任方針

役位 氏名

専門性・経験

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

経営経験 営業
マーケティング

医学・薬学
公益

財務・会計
金融・M＆A

法務
ガバナンス

IT
DX

人事・労務
人材開発 グローバル サステナ

ビリティ

代表取締役社長 渡辺　秀一 ● ●

取締役副社長 長福　恭弘 ● ●

専務取締役 依田　俊英 ● ● ●

常務取締役 左近　祐史 ● ● ● ●

取締役 三村　浩一 ● ● ●

取締役 渡辺　紳二郎 ● ●

取締役 今川　国明 ● ●

取締役 吉田　拓也 ● ● ●

社外取締役 加々美　光子 ● ●

社外取締役 浅野　敏雄 ● ●

社外取締役 昌子　久仁子 ● ● ● ●

社外取締役 岩本　洋 ● ●

常勤監査役 平澤　利夫 ●

常勤監査役 橋田　一夫 ●

社外監査役 豊田　友康 ● ●

社外監査役 佐貫　葉子 ● ●

社外監査役 市野　初芳 ● ●

＜スキルマトリックス＞（本株主総会後の予定）
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【ご参考】取締役の選任方針

　当社は、社外取締役および社外監査役またはその候補者が、以下のいずれにも該当しない場合に
は、独立性を有しているものと判断しております。

① 当社および当社の関係会社（以下、併せて「当社グループ」という）の業務執行者※
※業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員、その他これらに準じる者および使用人をいう。

② 当社グループの主要な借入先※またはその業務執行者
※主要な借入先とは、当社グループの借入金残高が連結総資産の１％以上に相当する金融機関をいう。

③ 当社グループの主要な取引先※またはその業務執行者
※主要な取引先とは、当社との年間取引金額が連結売上高の１％以上に相当する取引先をいう。

④ 当社の大株主※またはその業務執行者
※大株主とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者をいう。

⑤ 当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者

⑥ 当社グループから役員報酬以外に多額※の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専
門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、当該団体
に所属する者）
※多額とは、過去３事業年度の平均で、個人の場合は年間1,000万円以上、法人、組合等の団体の場合は、
当該団体の年間総収入金額の１％以上の額をいう。

⑦ 当社グループから多額の寄付を受けている者（当該寄付を受けている者が法人、組合等の団体で
ある場合には、当該団体に所属する者）

⑧ 当社グループから取締役を受け入れている会社またはその親会社もしくは子会社の業務執行者

⑨ 上記②から⑧に、過去５年間において該当していた者

⑩ 上記②から⑧に該当する者（重要な地位にある者※１に限る）の近親者等※２
※１ 重要な地位にある者とは、取締役（社外取締役を除く）、執行役、執行役員、部長格以上の業務執行者
またはこれらに準じる者をいう。

※２ 近親者等とは、配偶者および二親等内の親族をいう。

＜社外役員の独立性基準＞
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【ご参考】政策保有株式の保有状況

＜資本政策に関する基本方針＞
　当社は、「資本収益性の向上」と「資本コスト＊の低減」を両輪とした事業・財務活動を通じて、企業
としての持続的成長と企業価値最大化に努めることを資本政策の基本方針といたします。
　資本コストを上回る利益を創出するために、当該コストを定期的に把握・検証するとともに、財務健
全性を確保しつつ、当社にとって最適な資本構成を追求してまいります。その実現のために、改善すべ
き対象を特定するとともに、具体的な指標(KPI)と目指すべき到達水準・到達時期等について検討・精査
しております。本取組みが完了しましたら、具体的な内容を速やかに開示いたします。
＊なお、当社は、以下の算式により求められるWACC（加重平均資本コスト）を資本コストとして認識しております。

WACC (%) ＝ 株主資本コスト※× 株主資本 ÷（有利子負債＋株主資本）＋
　　　　　　　負債コスト × (1－実効税率 ）× 有利子負債 ÷（有利子負債＋株主資本）
　　　　　　　※CAPM（資本資産評価モデル）理論に基づく手法で算出

＜政策投資株式に関する基本方針＞
（１）基本方針について
　コーポレートガバナンス・コード導入などに見られる政策投資株式の保有とこれにかかる方針を取り
巻く環境変化を踏まえ、当社グループでは、株式保有リスクの抑制や資本効率性の観点から、その残高
を削減することを基本方針としております。
　政策投資株式については、主たる事業の社会的意義、取引関係強化による収益への貢献度等の観点か
ら、その保有意義・経済合理性を定期的に検証し、保有の妥当性が認められない場合には、取引先企業
に十分なご理解をいただけるよう努めた上で、売却を進めます。なお、保有の妥当性が認められる場合
にも、その残高削減の基本方針に則し、市場環境や経営・財務戦略等を考慮し、売却することがありま
す。

　「2027メディパル中期ビジョン Change the 卸 Forever ～たゆまぬ変革を～」（以下、本中期ビジ
ョンという）の最終年度にあたる2027年３月末を目処に、保有残高を純資産の10％以下、かつ、500
億円以下まで削減する方針です。
　この方針に基づき、2024年3月期も政策投資株式の売却を進めた結果、期末保有残高は保有銘柄の株
価上昇により1,008億円（前期末から41億円増）となったものの、保有残高の純資産比率は
13.7％（0.4%減）となっております。

28



2024/05/20 12:17:01 / 23072043_株式会社メディパルホールディングス_招集通知_電子提供措置用

【ご参考】政策保有株式の保有状況

（２）政策投資株式にかかる保有意義・経済合理性の定期的な検証・確認について
　当社グループでは、すべての政策投資株式について、その保有意義および経済合理性を定期的に検
証・確認しております。当該検証・確認とは、主たる事業の社会的意義や取引関係強化による収益への
貢献度に加え、取引先の成長性や資本コストを意識した現時点あるいは将来の採算性・収益性等を踏ま
え、当社グループの企業価値の維持・向上に資するものであるかを総合的に判断することを指します。

＜利益配分に関する基本方針＞
　当社は、既存事業の安定的成長に資する戦略投資のみならず、特に重点事業と位置付けた「新規事
業」、「医療機器・試薬事業」および「アグロ・フーズ事業」に経営資源を集中的に投下することで、
企業価値の持続的向上に努めております。
　その利益配分につきましては、原則として「本中期ビジョンに掲げた成長投資に伴い発生するのれん
償却費・無形資産償却費控除前の利益に対する配当性向を安定的に維持・向上させる」ことと併せ、資
金需要を総合的に見極めながら、資本効率の向上と株主の皆さまへの一層の利益還元を目的とした「自
己株式の取得・消却」を弾力的に実施する方針です。
　これにより2023年３月期から2027年３月期の５年間累計で、本中期ビジョンに掲げた成長投資に伴
い発生するのれん償却費・無形資産償却費控除前の利益に対して総株主還元性向40％の実現を図ってま
いります。

以上
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当事業年度の事業の状況

事業報告（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

1．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当社グループは、「流通価値の創造を通じて、人々の健康と社会の発展に貢献しま

す。」という経営理念に基づき、『医療と健康、美』の事業フィールドにおいて、「医療
用医薬品等卸売事業」「化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業」「動物用医薬品・食品
加工原材料卸売等関連事業」を展開しています。医療用医薬品、医療機器、臨床検査試
薬、日用品、化粧品、食品加工原材料など、いずれも人々の生命や健やかな暮らしを支え
るために欠かせない商品を取り扱っており、平時・有事を問わず、止まることなくお届け
できる物流機能と流通ネットワークの構築は、社会インフラを担う企業として重要な責務
であると認識しています。この基本姿勢のもと、当社グループではBCP（事業継続計画）
を策定しており、2024年１月１日に発生した令和６年能登半島地震においても、必要と
される商品の被災地での安定供給に努めました。

当社グループでは、経営理念の実現に向けて2027年３月期を最終年度とする「2027メ
ディパル中期ビジョン Change the 卸 Forever ～たゆまぬ変革を～」（以下、「本中期
ビジョン」）を策定しています。本中期ビジョンでは、人材戦略・財務戦略を基盤とし、
事業ポートフォリオのシフトとパートナーとの協働によるグループの持続的成長に向け
て、５つの成長戦略である「海外への進出」「予防・未病、アグロ・フーズ領域の事業拡
大」「デジタルを活用したビジネス基盤の強化」「持続可能な流通の構築」「地域医療に
おける価値共創」を展開しています。

これらの戦略に沿って、当期においては、東七株式会社（長崎県佐世保市、以下、「東
七」）とＭＰ五協フード＆ケミカル株式会社（大阪市北区、以下、「ＭＰ五協Ｆ＆Ｃ」）
を連結子会社化しました。また、2023年11月、ＭＰ五協Ｆ＆Ｃとメディパルフーズ株式
会社（札幌市中央区、以下、「メディパルフーズ」）の統合に関する基本合意書を締結し
ました。

さらに、超希少疾病領域のグローバルな新薬開発の取組みの一環として、2023年９
月、当社とＪＣＲファーマ株式会社（兵庫県芦屋市、以下、「ＪＣＲ」）は、ＪＣＲが開
発中のライソゾーム病の一種であるムコ多糖症IIIB型に対する治療薬（JR-446）の海外に
おける事業化に関する実施許諾契約及び日本における共同開発・商業化契約を締結しまし
た。現在、両社は、確立された標準治療が無いムコ多糖症IIIB型治療において革新的な治
療薬の開発を進めています。加えて、MEDIPAL Innovation 投資事業有限責任組合を通
じて国内のベンチャー企業への投資を行い、収益基盤の拡大と企業価値の最大化を目指す
とともに、持続可能な経済社会の実現に貢献しています。
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当事業年度の事業の状況

ア．セグメント別の主な取組み

＜医療用医薬品等卸売事業＞
2023年10月、株式会社メディセオ（東京都中央区、以下、「メディセオ」）は当社グ

ループとして13か所目となる「阪神ＡＬＣ※１（兵庫県西宮市）」を稼働させました。メ
ーカーと医療機関等をシームレスにつなぐとともに災害対策を施した有事に強い物流セン
ターとして、2009年に「神奈川ＡＬＣ（横浜市戸塚区）」を開設して以降、機能強化と
全国展開を進め、「阪神ＡＬＣ」稼働により全国均質な物流サービス網が完成しました。
また、当社とＨ．Ｕ．グループホールディングス株式会社（東京都港区）の合弁会社であ
る株式会社メディスケット（埼玉県三郷市、以下、「メディスケット」）は、両社の物流
を集約することによる効率化だけではなく、外部企業からの物流受託を行うことで新しい
収益機会を創造してまいります。メディスケットは、「医療と健康、美」を支える国内最
大級のヘルスケア物流プラットフォームの構築を目指しており、現在はシェアリングロジ
スティクスの基盤整備に取り組んでいます。
【用語解説】
※１ ＡＬＣ（Area Logistics Center）とは、医療用医薬品や医療材料などを扱う高機能物流センターで、主に調剤薬

局、病院、診療所に商品を供給しております。

＜化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業＞
2023年８月、株式会社ＰＡＬＴＡＣ（大阪市中央区、以下、「ＰＡＬＴＡＣ」）は物

流の2024年問題を始めとする配送課題の解決に向けて、株式会社プラネット（東京都港
区 ） が 提 供 す る 物 流EDI（Electronic Data Interchange ） を 活 用 し た Ａ Ｓ Ｎ
（Advanced Shipping Notice：事前出荷情報）を導入した効率的な商品入荷業務フロー
の本格運用を開始しました。入荷情報を事前に把握することで、荷受けに伴う作業を効率
化し、ドライバーの待機時間の削減を図っています。また、2024年１月より、同社は小
売業様の食品廃棄ロスの改善に向け、AI 需要予測による自動発注サービスの提供を開始
し、小売業様の発注に係る業務の効率化に加え、食品廃棄ロス改善といった社会的課題の
解決に貢献しています。

＜動物用医薬品・食品加工原材料卸売等関連事業＞
2023年11月に統合に関する基本合意書を締結したＭＰ五協Ｆ＆Ｃとメディパルフーズ

は、健康志向の食品や機能性表示食品などお得意様や消費者の食へのニーズが多様化する
環境変化に対応し、食品加工原材料卸売等関連事業をさらに発展させていくために、経営
資源の有効活用と全国規模の顧客基盤の強化を進めています。なお、本統合の完了日は
2024年10月１日を予定しています。
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当事業年度の業績の概況

(単位：百万円)
第114期

(2023年3月期)
第115期

(2024年3月期) 増減額 増減率

売上高 3,360,008 3,558,732 ＋198,724 ＋5.9％
売上総利益
（対売上高比率）

224,304
(6.68％)

246,654
(6.93％)

＋22,350
(＋0.26pp)

＋10.0％

販売費及び一般管理費
（対売上高比率）

175,331
(5.22％)

199,324
(5.60％)

＋23,992
(＋0.38pp)

＋13.7％

　販売費及び一般管理費(下記①②除く） 171,156 191,494 ＋20,338 ＋11.9％
　①事業投資費等 4,175 5,772 ＋1,597 ＋38.3％
　②のれん・無形資産償却費（*） ― 2,056 ＋2,056 ―
営業利益
（対売上高比率）

48,972
(1.46％)

47,330
(1.33％)

△1,642
(△0.13pp)

△3.4％

　上記①②を除く営業利益 53,147 55,159 ＋2,011 ＋3.8％
経常利益 65,122 64,570 △551 △0.8％
特別損益 4,939 10,170 5,231 ＋105.9％
税金等調整前当期純利益 70,061 74,741 4,679 ＋6.7％
親会社株主に帰属する当期純利益 38,806 41,474 2,668 ＋6.9％

イ．当期における業績の概況
　当期の連結業績は、以下のとおりとなりました。

（*）2027メディパル中期ビジョンに掲げた成長投資に伴い発生したのれん・無形資産償却費

〔売上高〕
売上高は、前期から1,987億24百万円(5.9％)増収の３兆5,587億32百万円となりました。
・医療用医薬品等卸売事業で1,061億27百万円(4.8％)、化粧品・日用品、一般用医薬品卸売
事業で478億14百万円(4.3％)、動物用医薬品・食品加工原材料卸売等関連事業で400億68
百万円(54.2％)の増収となり、全事業セグメントにおいて売上高は前期を上回りました。
・上記、全セグメントの増収に加え、ＭＰ五協Ｆ＆Ｃ及び東七を連結対象としたこと、また
2022年12月に開始したメディスケットの事業が本格稼働したことが、当期の増収に寄与
しています。
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当事業年度の業績の概況

〔営業利益〕
営業利益は、前期から16億42百万円(3.4％)減益の473億30百万円となりました。
・売上総利益は、増収に加え売上総利益率が前期(6.68％)を上回る6.93％となったことによ
り、223億50百万円(10.0％)の増益となりました。売上総利益率は、前期に計上した一過
性の新型コロナウイルス感染症ワクチンに係る関連収益の減少等による影響を、ＭＰ五協
Ｆ＆Ｃを連結対象としたことによる利益率向上により、前期から改善しました。
・販売費及び一般管理費は、ＭＰ五協Ｆ＆Ｃ及び東七を連結対象とした影響や事業投資費等
が前期から増加したこと等により、239億92百万円(13.7％)の増加となりました。また、
ＭＰ五協Ｆ＆Ｃの子会社化に伴うのれん・無形資産償却費を当期より販売費及び一般管理
費に計上しています。
・この結果、営業利益は減益となりましたが、将来の事業成長の源泉として必要な事業投資
費の計上と上記の償却費が当期より発生したことが影響しているものであり、これらの要
因を除いたベースでは、前期から20億11百万円（3.8%）の増益となっています。

〔経常利益〕
経常利益は、前期から５億51百万円(0.8％)減益の645億70百万円となりました。
・情報提供料収入の増加等により営業外損益は改善しましたが、営業利益の減益を吸収でき
ず、経常利益は減益となりました。

〔親会社株主に帰属する当期純利益〕
親会社株主に帰属する当期純利益は、前期から26億68百万円(6.9％)増益の414億74百万円
となりました。
・特別損益は101億70百万円の益となり52億31百万円改善しました。これは、政策投資株
式売却益が減少したものの、前期に投資有価証券評価損を計上したことや、当期に本社移
転に伴う受取補償金及び東七の子会社化に伴う段階取得差益を計上したこと等によるもの
です。
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医療用医薬品等卸売事業

売上高　 営業利益　2兆2,957億円
（前期比4.8％増 ➡）　

174億71百万円
（前期比20.3％減➡ ）　　

医療用医薬品等
卸売事業

2,189,667第114期
（2023年3月期）

2,295,795第115期
（2024年3月期）

売上高の推移 （単位：百万円）

売上高構成比

64.5％

　

【用語解説】 ※２ ウィメンズコーディネーターとは、女性診療科領域の専門知識を有するＡＲなどに付与した社内呼称であり
ます。

※３ ＲＤ－ＭＲ（Rare Disease MR）とは、希少疾病領域に特化したＡＲなどに付与した社内呼称であります。
※４ ＡＲ（Assist Representatives）とは、ＭＲ（Medical Representative）認定試験に合格したＭＳ（医薬

品卸売業の営業担当者）や薬剤師などに付与した社内呼称であります。

　医療用医薬品等卸売事業における事業環境は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行に伴
い、国内の経済活動が正常化した結果、医療機関の受診機会が増加したこと等により伸長しまし
た。
　このような中、メディセオを始めとする医薬事業各社においては、新たな価値創造を目指し、地
域医療コーディネーターとして、医療機関・調剤薬局・自治体等を「つなぐ」活動を展開しまし
た。女性診療科領域を専門とする「ウィメンズコーディネーター※２」や希少疾病領域を専門とする
「ＲＤ－ＭＲ」※３をはじめ、医薬品の専門知識と機動性を有した当社の営業担当者ＡＲ※４たちが、
予防・診断・治療等の情報を総合的に提供し、疾患啓発や潜在患者の発掘、専門医への橋渡しなど
を行い、地域におけるヘルスケア課題の解決に向けて取り組みました。
　なお当期は、東七を連結⼦会社化し、またメディスケットが本格稼働しました。
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医療用医薬品等卸売事業

（単位：百万円）
第114期

(2023年3月期)
第115期

(2024年3月期) 増減額 増減率

売上高 2,189,667 2,295,795 ＋106,127 ＋4.8％
売上総利益

（対売上高比率）
132,247

(6.04％)
144,123

(6.28％)
＋11,876

(＋0.24pp)
＋9.0％

販売費及び一般管理費
（対売上高比率）

110,328
(5.04％)

126,651
(5.52％)

＋16,322
(＋0.48pp)

＋14.8％

　販売費及び一般管理費（下記を除く） 106,153 120,878 ＋14,724 ＋13.9％
　事業投資費等 4,175 5,772 ＋1,597 ＋38.3％
営業利益

（対売上高比率）
21,918
(1.00％)

17,471
(0.76％)

△4,446
(△0.24pp)

△20.3％

　上記の事業投資費を除く営業利益 26,093 23,244 △2,848 △10.9％

〔売上高〕
売上高は、前期から1,061億27百万円(4.8％)増収の２兆2,957億95百万円となりました。
・東七の連結⼦会社化及びメディスケットが本格稼働したことや、新型コロナウイルス感染症の流

行による同感染症治療薬の販売増、またインフルエンザの流行による抗インフルエンザ薬の販売
増により増収となりました。

〔営業利益〕
営業利益は、前期から44億46百万円(20.3％)減益の174億71百万円となりました。
・売上総利益は、東七の連結⼦会社化及びメディスケットが本格稼働したことにより118億76百万

円(9.0％)の増益となりました。なお、売上総利益率は、メディスケットが本格稼働したことによ
り、前期（6.04％）を上回る6.28％となりました。

・販売費及び一般管理費は、メディスケットが本格稼働したことや事業投資費等の影響により、
163億22百万円(14.8％)増となりました。

・この結果、営業利益は44億46百万円(20.3％)の減益となりましたが、中期ビジョンに掲げた成
長投資の増加影響に加えて、前期に計上した一過性の新型コロナウイルスワクチン関連収益や、
当期の新規事業におけるロイヤリティ契約の終了等を要因とするものです。

35



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2024/05/20 12:17:01 / 23072043_株式会社メディパルホールディングス_招集通知_電子提供措置用

化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業

売上高　 営業利益　1兆1,519億円
（前期比4.3％増 ➡）　

271億72百万円
（前期比11.0％増 ➡）　　

化粧品･日用品、
一般用医薬品卸売事業

1,104,152

1,151,966

第114期
（2023年3月期）

第115期
（2024年3月期）

売上高の推移 （単位：百万円）

売上高構成比

32.3％

　

（単位：百万円）
第114期

(2023年3月期)
第115期

(2024年3月期) 増減額 増減率

売上高 1,104,152 1,151,966 ＋47,814 ＋4.3％
売上総利益
（対売上高比率）

82,395
(7.46％)

86,358
(7.50％)

＋3,963
(＋0.03pp)

＋4.8％

販売費及び一般管理費
（対売上高比率）

57,923
(5.25％)

59,185
(5.14％)

＋1,262
(△0.11pp)

＋2.2％

営業利益
（対売上高比率）

24,472
(2.22％)

27,172
(2.36％)

＋2,700
(＋0.14pp)

＋11.0％

化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業における事業環境は、依然として原材料・エネルギー価
格上昇及び、それに伴う物価高騰の影響を受けた一方で、脱コロナの動きが進んだことにより、外
出機会や訪日外国人客数が増加するなど、緩やかな回復基調を見せました。
販売面では、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後、マスクや消毒液などの衛生関連品

の需要減少が続いた一方で、レジャーやオフィス回帰など外出機会の増加や、一部インバウンド需
要の回復、セルフケア意識の高まりなどにより、化粧品や一般用医薬品の需要が増加しました。
このような中、市場の変化を的確に捉え、生活者のニーズを満たす新たな商品調達を行い、鮮度

の高いマーチャンダイジング提案を行いました。
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化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業

〔売上高〕
売上高は、前期から478億14百万円(4.3％)増収の１兆1,519億66百万円となりました。
・新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後、マスクや消毒液などの衛生関連品の需要減少
が続いた一方で、レジャーやオフィス回帰など外出機会の増加や、一部インバウンド需要の回
復、セルフケア意識の高まりなど、市場の変化を的確に捉えた取組みにより売上高が前期を上
回りました。

〔営業利益〕
営業利益は、前期から27億円(11.0％)増益の271億72百万円となりました。
・売上総利益は、売上拡大を軸とする利益拡大施策が奏功したことに加え、前期に計上していた
栃木物流センター稼働に伴う一過性費用の減少等の影響により売上総利益率が前期（7.46％）
を上回る7.50％となったことにより、39億63百万円（4.8％）の増益となりました。
・販売費及び一般管理費は、売上拡大に伴い12億62百万円（2.2％）の増加となりましたが、売
上高比率は固定費吸収効果や配送効率化により0.11ポイント改善し、5.14％になりました。
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動物用医薬品・食品加工原材料等卸売事業

売上高　 営業利益　1,140億23百万円
（前期比54.2％増 ➡）　

27億27百万円
（前期比8.0％増 ➡）　　

動物用医薬品・食品加工
原材料卸売等関連事業

73,954

114,023

第114期
（2023年3月期）

第115期
（2024年3月期）

売上高の推移 （単位：百万円）

売上高構成比

3.2％

　

【用語解説】※５ コンパニオンアニマルとは、伴侶動物とも表現され、日常生活の中で人とより密接な関係を保つような動物
を指しております。

　動物用医薬品等卸売事業における事業環境は、飼料や光熱費高騰等の生産コスト増加により厳し
い環境下にありましたが、一方で養鶏の市場が回復し、またコンパニオンアニマル※５に関わる市場
も成長を見せています。このような状況の中、ワクチンの新規採用やコンパニオンアニマル向けの
医薬品の販売を強化しました。
　食品加工原材料卸売等関連事業における事業環境は、相場高騰による販売価格への転嫁や新型コ
ロナウイルス感染症の５類感染症移行に伴い需要の回復が見られました。このような中、全国展開
の強みを生かした営業の推進や、商品の調達と提案、商品付加価値を高める新製品の企画開発の推
進、お得意様の商品企画から流通にいたるまでをトータルにサポートする取組みを行いました。
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動物用医薬品・食品加工原材料等卸売事業

（単位：百万円）
第114期

(2023年3月期)
第115期

(2024年3月期) 増減額 増減率

売上高 73,954 114,023 ＋40,068 ＋54.2％
売上総利益

（対売上高比率）
9,738

(13.17％)
16,259

(14.26％)
＋6,520

(＋1.09pp)
＋67.0％

販売費及び一般管理費
（対売上高比率）

7,213
(9.75％)

13,531
(11.87％)

＋6,318
(＋2.11pp)

＋87.6％

　販売費及び一般管理費（下記を除く） 7,213 11,475 ＋4,261 ＋59.1％
　のれん・無形資産償却費（*） ― 2,056 ＋2,056 ―
営業利益

（対売上高比率）
2,525

(3.41％)
2,727

(2.39％)
＋202

(△1.02pp)
＋8.0％

　上記の償却費を除く営業利益 2,525 4,783 ＋2,258 ＋89.4％
（*）2027メディパル中期ビジョンに掲げた成長投資に伴い発生したのれん・無形資産償却費

〔売上高〕
売上高は、前期から400億68百万円(54.2％)増収の1,140億23百万円となりました。
・当期より、ＭＰ五協Ｆ＆Ｃを連結対象とした影響により大幅に増加しました。
・動物用医薬品の販売は、畜水産向け市場においては、飼料や光熱費高騰等の生産コスト増加によ

り引き続き厳しい市場環境となっていますが、ワクチンの新規採用や大手先との取引が増加しま
した。また動物用医薬品のコンパニオンアニマル向け市場は、皮膚治療薬や駆虫薬の販売が増加
したことにより、売上高は堅調に推移しました。

・食品加工原材料の販売は、ＭＰ五協Ｆ＆Ｃを連結対象としたことや、相場高騰による販売価格へ
の転嫁や、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行に伴う市場の回復及び新規取引の拡大な
どにより増加しました。

〔営業利益〕
営業利益は、前期から２億2百万円(8.0％)増益の27億27百万円となりました。
・売上総利益は、増収に加え、売上総利益率が前期（13.17％）を上回る14.26％となったことに

より65億20百万円(67.0％)の大幅な増益となりました。売上総利益率については、相対的に利
益率の高いＭＰ五協Ｆ＆Ｃを連結対象としたことが大きく寄与し、前期から改善しました。

・販売費及び一般管理費は、ＭＰ五協Ｆ＆Ｃを連結対象としたことや、ＭＰ五協Ｆ＆Ｃの子会社化
に伴うのれん・無形資産償却費を計上したことにより、63億18百万円(87.6％)の増加となりま
した。

・営業利益は、上記ののれん・無形資産償却費などによる販管費増加を、売上総利益の増加で吸収
し増益となっています。のれん・無形資産償却費を除いたベースでは、前期から22億58百万円
(89.4％)の増益となっています。

(注) セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。
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当事業年度の事業の状況／続き、企業集団の財産及び損益の状況

②　設備投資の状況
　当社グループの設備投資は、総額203億80百万円であり、主なものは、株式会社メ
ディセオの「阪神ALC」の建設などであります。

③　資金調達の状況
　当社グループにおいて、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と
総額1,851億円の当座貸越契約を締結しております。

区分
第112期

自 2020年4月
至 2021年3月

第113期
自 2021年4月
至 2022年3月

第114期
自 2022年4月
至 2023年3月

第115期
自 2023年4月
至 2024年3月

売上高 (百万円) 3,211,125 3,290,921 3,360,008 3,558,732

営業利益 (百万円) 38,576 45,624 48,972 47,330

経常利益 (百万円) 52,968 62,046 65,122 64,570

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 23,926 29,423 38,806 41,474

1株当たり当期純利益 113円96銭 140円14銭 184円82銭 195円83銭

総資産 (百万円) 1,679,934 1,709,474 1,709,658 1,799,127

純資産 (百万円) 638,933 649,089 688,055 736,612

第112期
（2021年3月期）

3,211,125

第113期
（2022年3月期）

3,290,921

第114期
（2023年3月期）

3,360,008

第115期
（2024年3月期）

3,558,732
売上高 （単位：百万円）

第112期
（2021年3月期）

52,968

第113期
（2022年3月期）

62,046

第114期
（2023年3月期）

65,122

第115期
（2024年3月期）

64,570

経常利益 （単位：百万円）

第112期
（2021年3月期）

23,926

第113期
（2022年3月期）

29,423

第114期
（2023年3月期）

38,806

第115期
（2024年3月期）

41,474

親会社株主に帰属する
当期純利益

（単位：百万円）

(2) 企業集団の財産及び損益の状況

(注）1.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第113期の期首から適
用しており、第113期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており
ます。

　　 2．第114期においては、企業結合に係る会計処理（取得原価の配分）を暫定的に実施しておりましたが、
第115期中において当該会計処理が確定しましたので、第114期に係る各数値を暫定値から確定値に置
き換えて表記しています。
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重要な親会社及び子会社の状況

会　社　名 資本金
（百万円）

当社の
議決権比率
（％）

主要な事業の内容

株式会社メディセオ 100 100.00
医療用医薬品、医療機器、医療材料、臨床検査試薬等
の販売（北海道、東北、関東、中部・北陸、近畿エリ
ア）

株式会社エバルス 1,510 100.00 医療用医薬品、医療機器、医療材料、臨床検査試薬等の販売（中国エリア）

株式会社アトル 500 100.00 医療用医薬品、医療機器、医療材料、臨床検査試薬等の販売（九州・沖縄エリア）

東七株式会社 30 100.00 医療用医薬品、医療機器、医療材料、臨床検査試薬等の販売（長崎県、佐賀県）
ＳＰＬｉｎｅ株式会社 100 100.00 スペシャリティ医薬品の流通企画

株式会社ＭＭコーポレーション 100 100.00 医療機器、医療材料等の販売

株式会社アステック 10 100.00 医療機器、医療材料等の販売

株式会社ＭＶＣ 100 100.00 医療機器、医療材料等の販売

株式会社ファルフィールド 100 100.00 疫学研究、臨床研究等の受託

メディエ株式会社 14 100.00 医療材料データベースの構築、販売

株式会社エム・アイ・シー 10 100.00 医療事務業務の受託等

株式会社メディパル保険サービス 90 100.00 損害保険代理店業等

株式会社メディスケット 25 60.00 医薬品等の配送、検体集荷、その他ヘルスケア領域の物流受託等
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 15,869 50.72 化粧品・日用品、一般用医薬品の販売

ＭＰアグロ株式会社 150 100.00 動物用医薬品、飼料添加物等の販売

MP五協フード&ケミカル株式会社 200 100.00 食品素材・食品添加物及び化学製品材料等の製造、販売
メディパルフーズ株式会社 60 100.00 食品加工原材料、食品添加物等の販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況（2024年3月31日現在）
①　親会社の状況
　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

（注）1. 当社は、2023年4月3日を効力発生日として、東七株式会社と簡易株式交換を行い、同社を完全子会社といたしました。
2. 当事業年度末日において特定完全子会社はありません。
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主要な拠点

(4) 主要な拠点（2024年3月31日現在）

北海道 20拠点
株式会社メディセオ 5拠点
株式会社メディスケット 5拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 1拠点
ＭＰアグロ株式会社 5拠点
メディパルフーズ株式会社 4拠点

中部・北陸 34拠点
株式会社メディセオ 23拠点
株式会社メディスケット 3拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 8拠点

近畿 56拠点

四国 6拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 2拠点
ＭＰアグロ株式会社 4拠点

株式会社メディパルホールディングス

メディパルフーズ株式会社

株式会社メディセオ
ＳＰＬｉｎｅ株式会社
株式会社ＭＭコーポレーション

メディエ株式会社
株式会社エム・アイ・シー

株式会社エバルス

株式会社アトル
株式会社ＭＶＣ

株式会社ＰＡＬＴＡＣ
ＭＰ五協フード＆ケミカル株式会社

ＭＰアグロ株式会社

本社所在地

九州・沖縄 60拠点

中国 53拠点
株式会社エバルス 21拠点
株式会社メディスケット 20拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 5拠点
ＭＰアグロ株式会社 6拠点
メディパルフーズ株式会社 1拠点

東北 48拠点
株式会社メディセオ 19拠点
株式会社メディスケット 19拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 5拠点
ＭＰアグロ株式会社 5拠点

東七株式会社

株式会社アステック

株式会社メディスケット

株式会社メディパル保険サービス

株式会社メディセオ 34拠点
株式会社ＭＭコーポレーション 2拠点
株式会社メディパル保険サービス 1拠点
株式会社メディスケット 7拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 7拠点
ＭＰアグロ株式会社 2拠点
ＭＰ五協フード＆ケミカル株式会社 3拠点

株式会社アトル 33拠点
東七株式会社 9拠点
株式会社ＭＶＣ 1拠点
株式会社メディスケット 2拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 6拠点
ＭＰアグロ株式会社 5拠点
メディパルフーズ株式会社 4拠点

関東 95拠点
株式会社メディパルホールディングス 1拠点
株式会社メディセオ 46拠点
ＳＰＬｉｎｅ株式会社 1拠点
株式会社ＭＭコーポレーション 11拠点
株式会社アステック 5拠点
株式会社ファルフィールド 1拠点
メディエ株式会社 1拠点
株式会社エム・アイ・シー 1拠点
株式会社メディスケット 12拠点
株式会社ＰＡＬＴＡＣ 9拠点
ＭＰアグロ株式会社 2拠点
ＭＰ五協フード＆ケミカル株式会社 2拠点
メディパルフーズ株式会社 3拠点

株式会社ファルフィールド

(注) 上記拠点数は、営業拠点及び物流拠点を算定したものであり、同一住所に複数の拠点がある場合は、１拠点として算定しております。
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対処すべき課題

(単位：百万円)
2024年３月期

実績
2025年３月期

業績予想
対前年度
増減額

対前年度
増減率

売上高 3,558,732 3,660,000 ＋101,267 ＋2.8％
売上総利益

（対売上高比率）
246,654

(6.93％)
254,100

(6.94％)
＋7,445

(＋0.01pp)
＋3.0％

販売費及び一般管理費
（対売上高比率）

199,324
(5.60％)

204,100
(5.58％)

＋4,775
(△0.02pp)

＋2.4％

営業利益
（対売上高比率）

47,330
(1.33％)

50,000
(1.37％)

＋2,669
(＋0.04pp)

＋5.6％

経常利益 64,570 66,000 ＋1,429 ＋2.2％
特別損益 10,170 △421 △10,592 -
税金等調整前当期純利益 74,741 65,578 △9,162 △12.3％
親会社株主に帰属する当期純利益 41,474 33,500 △7,974 △19.2％

(5) 対処すべき課題

　当社グループは、2027年３月期を最終年度とする「２０２７メディパル中期ビジョン 
Change the 卸 Forever～たゆまぬ変革を～」及びサステナビリティ方針に沿った取組み
を、各事業において推進してまいります。

第116期（2025年３月期）の連結業績予想は以下のとおりです。

　「医療用医薬品等卸売事業」の事業環境につきましては、医療の高度化等に伴う医薬品の
厳格な品質管理と迅速かつ安定的な供給がますます重視されてきています。この環境下で医
薬品卸売企業に対しては、サプライチェーン全体の最適化を実現する流通ネットワークの構
築や、情報収集・提供活動が求められています。また、薬価改定が毎年行われるようにな
り、医療用医薬品市場の大きな成長が見込めなくなっている状況を踏まえ、顧客ニーズの変
化に応じた新しいサービスや製品の提供などビジネスの創出も重要になっています。
　このような状況の中、2025年３月期においては、当社グループ独自の機能である「ＡＬ
Ｃ」と「ＡＲ」を活用し、新しい時代の流通価値を提供してまいります。
ＡＬＣは2009年に神奈川県に設置して以降、全国に拡大し、昨年13か所目のＡＬＣとして
「阪神ＡＬＣ」を稼働、これをもって高機能物流サービスを全国の医療機関に提供できるよ
うになりました。当社グループでは、ＡＬＣを通じて医療用医薬品等の安定供給を継続する
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対処すべき課題

とともに、当社連結対象の子会社であるメディスケットへの業務委託を通じ、医薬品・検査
資材等の供給と臨床・治験・研究等の検体の集荷を最適化することに加え、ＧＤＰガイドラ
イン※６に準拠した高品質な物流サービスを提供していきます。メディスケットでは、今後、
外部企業からの物流受託を行うことで新しい収益機会の創造にも取り組んでいきます。
　ＡＲについては、2010年に取組みを開始し、約2,000名のＭＲ認定試験合格者が、医療
関係者への総合的な情報提供活動や地域におけるヘルスケア課題の解決に向けた営業活動を
展開しています。現在、これらの機能に対する需要や期待が高まっており、この「２つの
Ａ」を活用した取組みをより強力に推進することで収益基盤の強化に努めてまいります。

　「化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業」につきましては、物価高騰に伴う商品単価の
上昇が継続することに加えて、賃上げの促進・継続に伴う所得環境の改善による個人消費の
持ち直しや、訪日外国人客数の増加によるインバウンド需要が増加する見通しです。
　このような状況の中、2025年３月期においては、営業機能の進化に伴う小売業様との取
引の拡大や、さらには2024年９月から食品の物流受託を開始することで新たな収益源の確
保へとつなげてまいります。
　なお、食品の物流受託開始に伴うイニシャルコスト発生による売上総利益率の悪化、また
2024年問題を背景とする配送費上昇や人材投資の負担の影響を受けて販管費の増加を計画
していますが、増収による売上総利益額の増加によりこれらの固定費増を吸収することで、
営業利益への貢献を見込んでいます。
　また、当事業を牽引するＰＡＬＴＡＣは、2027年３月期を最終年度とする３か年の中期
経営計画を新たに策定しました。持続的成長の実現に向けた「変革による新たな価値創造へ
の基盤づくり」の３か年と位置付け、「既存事業の収益性改善」「新たな価値創造に向けた
挑戦」を進めてまいります。既存の事業領域で構築した基盤を活かし、新たな価値創造に挑
戦することで価値提供領域の拡大及び収益性の向上を図ってまいります。

　「動物用医薬品・食品加工原材料卸売等関連事業」の動物用医薬品では、飼料価格及び生
産資材価格の高止まり状況が続く中、一方で養鶏は昨シーズンの鳥インフルエンザから生産
が回復し、コンパニオンアニマル向け市場では治療の進歩等による犬猫の長寿化が進むこと
が予想されます。このような状況の中、畜水産市場では利益率の高い製品の販売強化、また
コンパニオンアニマル向け市場では抗体医薬品と新規取り扱い製品の普及拡大と深耕に取り
組んでまいります。
　食品加工原材料卸売等関連事業につきましては、国内人口の減少や少子高齢化を始め、原
料価格の高騰等による厳しい市場環境が引き続き見込まれます。一方で、食の安全や健康に

44



2024/05/20 12:17:01 / 23072043_株式会社メディパルホールディングス_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題

対する意識の高まり、消費者ニーズの多様化に伴い技術革新が進み、新たな需要が生まれる
など事業環境は常に変化しています。このような中、新たに連結対象の完全子会社となった
ＭＰ五協Ｆ＆Ｃが主力とする多糖類※７を軸に国内及び海外での販売を強化し、また化成品分
野では、半導体市場向けの電子薬剤を中心に商品開発への取組み等を通じた顧客サービスの
強化に努め収益拡大を図ってまいります。

　これらにより、2025年3月期の連結業績予想につきましては、売上高3兆6,600億円
（2024年３月期（以下、「当期」)比2.8％増）、営業利益500億円（当期比5.6％増）、経
常利益660億円（当期比2.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は335億円（当期比
19.2%減）を見込んでいます。

【用語解説】
※６ ＧＤＰガイドライン（Good Distribution Practice=医薬品の適正流通）とは、流通経路（仕入・保管・供給）の

管理が保証され、医薬品の完全性が保持されるための手法、さらに、偽造医薬品の正規流通経路への流入を防止す
るための適切な手法を定めたものであります。

※７ 多糖類とは、グルコースやマンノース等の単糖が長くつながったものの総称で、広義では10個以上の単糖が結合す
ることで構成されている炭水化物を指しております。たれ・ソース・ドレッシング・佃煮・ゼリー・プリン・アイ
スクリームなどの加工食品にユニークな食感を付与したり、つくりたての状態を保持するなどの機能を有するとと
もに、嚥下困難者の皆さま向けの食品にも活用されております。また、近年では、化粧品など、食品以外の商品に
も用いられております。
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対処すべき課題

【ご参考】

ア．経営の基本方針
　当社グループは、「流通価値の創造を通じて人々の健康と社会の発展に貢献します。」の
経営理念に基づき事業活動を行っています。
　また、「ありたい姿」として「『医療と健康、美』を広げ、支え、つなぐ 健康応援オー
ケストラ」を掲げ、「医療と健康、美」の事業フィールドで社会価値、顧客価値を創造する
事業を「広げ」、強固な流通インフラで「支え」、また、様々な分野のパートナーが持つ価
値を「つなぐ」ことで、誰もが心身ともに健やかに暮らせる社会の実現と、企業価値の向上
を目指しています。

イ．サステナビリティ経営の推進
　当社グループは、持続可能な社会の実現と企業価値の向上の両立を目指すため、サステナ
ビリティ方針「未来へつなごう『元気と、かがやき』」に基づき、サステナビリティ経営を
推進しています。経営理念に基づく事業活動やＳＤＧｓを始めとした社会課題との関連性を
整理し、その解決と当社グループの持続的な成長を両立させるための重要課題（マテリアリ
ティ）として、「持続可能な『医療と健康、美』の流通」、「新たな価値創造による収益性
の向上」、「未来を担う人材の育成」、「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進」、
「脱炭素への取組み」、「健全で透明性の高い企業経営」の６項目を特定、達成目標を設定
し着実に進めています。また、健全で透明性の高い企業経営のため、グループコンプライア
ンスの強化とコーポレート・ガバナンスの一層の充実に取り組んでいます。

ウ．２０２７メディパル中期ビジョンの概要
　当社グループは、経営理念の実現に向けて、「２０２７メディパル中期ビジョン Change 
the 卸 Forever～たゆまぬ変革を～」に沿った取組みを展開しています。
　５つの成長戦略を「事業ポートフォリオのシフト」と「パートナーとの協働」により展開
します。成長戦略は人材戦略・財務戦略を基盤としており、戦略の実行を通じて社会価値・
顧客価値を創造し、当社グループの持続的成長を目指します。
　詳細は、当社ホームページをご参照ください。
　（https://ssl4.eir-parts.net/doc/7459/ir_material2/193993/00.pdf）

46



2024/05/20 12:17:01 / 23072043_株式会社メディパルホールディングス_招集通知_電子提供措置用

主要な事業内容

事業区分 主要取扱品等

医療用医薬品等卸売事業 医療用医薬品、医療機器、臨床検査試薬

化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業 化粧品、日用品、一般用医薬品

動物用医薬品・食品加工原材料卸売等関連事業 動物用医薬品、食品加工原材料、食品素材・食品添加
物、化学製品材料

(6) 主要な事業内容（2024年3月31日現在）
　当社グループは、当社を中核として、医薬品、化粧品・日用品等の販売やサービスの提供を
主とする事業活動を展開しております。各事業の内容は以下のとおりであります。

47



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2024/05/20 12:17:01 / 23072043_株式会社メディパルホールディングス_招集通知_電子提供措置用

従業員の状況、主要な借入先の状況

事業区分 従業員数 前期末比増減

医療用医薬品等卸売事業 9,900 [4,591]名 218名増 [1,332名増]

化粧品・日用品、一般用医薬品卸売事業 2,237 [5,356]名 50名増 [310名増]

動物用医薬品・食品加工原材料卸売等関連事業 745 [115]名 3名増 [3名増]

全社（共通） 193 [12]名 9名増 －

合　　計 13,075 [10,074]名 280名増 [1,645名増]

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

183名 10名増 47.9歳 19.1年

(7) 従業員の状況（2024年3月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）1. 従業員数は就業人員数であります。
2. 上記従業員数の中に、使用人兼務取締役は含んでおりません。
3. 臨時雇用者数は当連結会計年度の平均人員数であり、[　]内に外数で記載しております。
なお臨時雇用者数には、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含んでおります。

4. 医療用医薬品等卸売事業の臨時雇用者数が前期末と比べて1,332名増加しておりますが、その主な理由は、当社とH.U.グループ
ホールディングス株式会社との合弁会社である株式会社メディスケットが当期より事業を本格稼働したことによるものです。

5. 全社（共通）として記載されている従業員数は、持株会社である当社の従業員数であります。

②　当社の従業員の状況

（注）1. 従業員数は就業人員数であります。
2. 上記従業員数の中に、使用人兼務取締役は含んでおりません。
3. 上記従業員数の中に、執行役員10名は含んでおりません。
4. 上記平均勤続年数の算定にあたり、受入出向者については、出向元と当社での勤続年数を通算しております。
5. 持株会社である当社の従業員数は、上記①の「全社（共通）」として記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2024年3月31日現在）
　　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

　①　発行可能株式総数 900,000,000株
　②　発行済株式の総数 221,291,342株
　③　株主数 11,166名

2．会社の現況
(1) 株式の状況（2024年3月31日現在）

　④　大株主（上位10名）

株  主  名 所有株式数（千株） 持株比率（％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 28,564 13.60
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （ＡＶＦＣ） ＲＥ ＳＩＬＣＨＥＳＴＥＲ 
ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＩＮＶＥＳＴＯＲＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 
ＶＡＬＵＥ ＥＱＵＩＴＹ ＴＲＵＳＴ
（常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部）

11,416 5.44

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 9,042 4.31
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５００１
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 5,814 2.77

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （ＡＶＦＣ） ＲＥ Ｕ．Ｓ． 
ＴＡＸ ＥＸＥＭＰＴＥＤ ＰＥＮＳＩＯＮ ＦＵＮＤＳ
（常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部）

5,773 2.75

MＰグループメディセオ従業員持株会 5,381 2.56

小林製薬株式会社 5,074 2.42
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （ＡＶＦＣ） ＲＥ ＮＯＮ
ＴＲＥＡＴＹ ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部）

4,309 2.05

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５１０３
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 3,493 1.66

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ） ＲＥ ＩＥＤＵ ＵＣＩＴＳ
ＣＬＩＥＮＴＳ ＮＯＮ ＬＥＮＤＩＮＧ １５ ＰＣＴ ＴＲＥＡＴＹ ＡＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部）

3,286 1.56

（注）1. 当社は、自己株式11,274千株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
2. 持株比率は発行済株式の総数から自己株式を控除して計算しております。
3. 持株比率は小数点第3位を四捨五入して表示しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況

　⑤　その他株式に関する重要事項
2023年5月12日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を取得及び消却い

たしました。

ア．自己株式の取得
取得した株式の種類 普通株式
取得した株式の総数 4,171,900株
取得価額の総額 9,999,856,522円
取得期間 2023年5月15日から2023年12月18日まで

イ．自己株式の消却
消却した株式の種類 普通株式
消却した株式の総数 4,171,900株
（消却前の発行済株式総数に対する割合 1.85%）
消却日 2023年12月29日

(2) 新株予約権等の状況（2024年3月31日現在）
　該当事項はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 渡 辺 秀 一 グループコンプライアンス管掌
兼 株式会社メディセオ取締役相談役

取 締 役 副 社 長 長 福 恭 弘
医薬事業担当
兼 株式会社メディセオ代表取締役会長
兼 日医工株式会社社外取締役会長

専 務 取 締 役 依 田 俊 英
ＩＲ担当
兼 事業開発本部長
兼 ＪＣＲファーマ株式会社社外取締役
兼 JCR USA, Inc.取締役

常 務 取 締 役 左 近 祐 史

管理本部長 兼 ＣＳＲ委員会委員長
兼 株式会社ＭＭコーポレーション取締役
兼 株式会社アステック取締役
兼 株式会社ファルフィールド取締役
兼 株式会社ＰＡＬＴＡＣ取締役

取 締 役 三 　 村 　 浩 　 一
事業戦略担当
兼 株式会社メディセオ取締役
兼 ＭＰアグロ株式会社取締役会長
兼 ＭＰ五協フード＆ケミカル株式会社取締役

取 締 役 渡 　 辺 　 紳 二 郎 システム担当
兼 株式会社アトル代表取締役社長

取 締 役 今 　 川 　 国 　 明 株式会社メディセオ代表取締役社長

取 締 役 吉 田 拓 也 株式会社ＰＡＬＴＡＣ代表取締役社長

社 外 取 締 役 加 々 美 　 光 　 子
加々美法律事務所 弁護士
兼 相鉄ホールディングス株式会社社外取締役
兼 信越化学工業株式会社社外監査役

社 外 取 締 役 浅 野 敏 雄
旭化成株式会社相談役
兼 株式会社ダイセル社外取締役
兼 東京センチュリー株式会社社外取締役
兼 公益財団法人がん研究会理事長

社 外 取 締 役 昌 　 子 　 久 仁 子
株式会社ニチレイ社外取締役
兼 ＤＩＣ株式会社社外取締役
兼 神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研究科教授

社 外 取 締 役 岩 本 　 洋 株式会社白洋舎社外監査役

(3) 会社役員の状況（2024年3月31日現在）
①　取締役及び監査役の状況
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会社役員の状況、会計監査人の状況

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

常 勤 監 査 役 平 澤 利 夫 株式会社メディセオ監査役
兼 株式会社エバルス監査役

常 勤 監 査 役 橋 田 一 夫 株式会社アステック監査役
兼 メディパルフーズ株式会社監査役

社 外 監 査 役 豊 田 友 康 ノーベルファーマ株式会社監査役
兼 株式会社ケイ・エフ・プランニング顧問

社 外 監 査 役 佐 貫 葉 子 ＮＳ綜合法律事務所所長
兼 サンケン電気株式会社社外取締役

社 外 監 査 役 市 野 初 芳
青山学院大学大学院国際マネジメント研究科教授
兼 総務省自治大学校税務専門課程非常勤講師
兼 税理士法人カノン所属税理士

（注）1. 社外取締役加々美光子氏、浅野敏雄氏、昌子久仁子氏及び岩本洋氏並びに社外監査役豊田友康氏、佐貫葉子氏及び市野初芳氏に
つきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として指定し届け出ております。

2. 常勤監査役平澤利夫氏及び橋田一夫氏は、当社の財務経理部門に長年在籍し、決算手続並びに財務諸表の作成等に従事し、財務
及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

3. 社外監査役市野初芳氏は、税理士の資格を有しており、現在、青山学院大学大学院国際マネジメント研究科教授として「アカウ
ンティング」「財務諸表論」「タックスプランニング」他の科目についての教鞭をとられているほか、総務省自治大学校税務専
門課程非常勤講師も務めるなど、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

4. 社外監査役豊田友康氏の兼職先であるノーベルファーマ株式会社は、当社の関連会社であり、当社グループとの間で、医薬品等
の仕入等に関する取引があります。

5. 社外取締役及び社外監査役のその他の重要な兼職先と当社との間に重要な取引その他の特別な関係はありません。
6. 社外監査役佐貫葉子氏の戸籍上の氏名は、板澤葉子であります。
7. 当事業年度末日の翌日以降における取締役及び監査役の重要な兼職の異動状況は次のとおりであります。

・常務取締役左近祐史氏は、2024年6月7日付で株式会社ＭＭコーポレーションの取締役を退任予定であります。
・取締役三村浩一氏は、2024年6月5日付でメディパルフーズ株式会社の取締役に就任予定であります。
・社外取締役昌子久仁子氏は、2024年4月1日付で神奈川県立保健福祉大学シニアフェローに就任しております。
・常勤監査役平澤利夫氏は、2024年6月15日付で株式会社エバルスの監査役を退任予定であります。

②　責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役及び各監査役との間で、会社法第427条第1項の規定による責任限
定契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額
であります。

③　補償契約の内容の概要
当社は、2021年３月９日開催の取締役会において、会社補償基本方針を制定しておりま

す。当該方針では、会社法第430条の2第1項の規定に基づき、同項第1号の費用及び同項第
2号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することとしております。
　各取締役及び各監査役は、その就任にあたって当社との間で本方針に従った内容の補償に
ついて合意したものとみなすこととしております。
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④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、被保険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を当該保険契約に
より塡補することとしております。
　当該保険契約の被保険者は、当社及び当社子会社（孫会社を含み、上場子会社の株式会社
ＰＡＬＴＡＣ及びその子会社を除く）の取締役及び監査役であり、その保険料は、当社及び
当社子会社が全額負担しております。

⑤　取締役及び監査役の報酬等
当社は、2021年３月９日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係

る決定方針を定めております。

ア．基本方針
　当社は、各役員が経営理念を実現し、企業価値向上と持続的成長に資するよう、その役割
と職責に相応しい報酬水準・体系とすることを基本方針とする。
　役員報酬は、基本報酬と賞与により構成し、報酬額は、世間水準、財務状況、従業員給与
とのバランスなどを考慮して決定する。
　なお、取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポ
レート・ガバナンスの充実を図ることを目的として、取締役会の諮問機関として、任意の
「指名・報酬委員会」を設置する。

イ．金銭報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針
金銭報酬（業績連動報酬等及び非金銭報酬等のいずれでもないもの）は、月額固定の「基

本報酬」とし、役位に応じて支給する。
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会社役員の状況、会計監査人の状況

ウ．業績連動報酬等に係る業績指標の内容及びその額又は数の算定方法の決定に関する方針
業績連動報酬等は、「賞与」として毎年一定の時期に支給する金銭報酬とし、業務執行取

締役に対して業績を意識した経営を行うよう動機づけるため、各事業年度の業績（連結営業
利益）に応じて、取締役会において支給総額を決定し、これを役位別の基準に基づき配分す
る。

エ．非金銭報酬等の内容及びその額若しくは数又はその算定方法の決定に関する方針
非金銭報酬等は、現時点では導入していないものの、従前より、中長期的な業績に連動し

たインセンティブとして、企業価値の向上に連動する「株式報酬」を導入する方向で検討を
進めており、指名・報酬委員会においても議論を重ねていくこととする。

オ．報酬等の種類毎の構成割合の決定に関する方針
業務執行取締役の報酬は、月額固定の「基本報酬」、短期業績連動報酬の「賞与」により

構成し、その構成割合は、役位によって若干異なるものの、「賞与」の割合が概ね25％と
なることを基本とする。

なお、社外取締役の報酬は、その役割と独立性の観点から、「基本報酬」のみとする。

カ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法
個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき、代表取締役社長に一任するものとす

る。ただし、代表取締役社長は、個人別の報酬額の原案について、指名・報酬委員会に諮問
し、その答申を得るものとする。

指名・報酬委員会は、取締役会の決議によって選定された３名以上の委員で構成し、委員
の過半数を社外取締役とし、委員長は社外取締役が務めるものとする。また、監査役も、オ
ブザーバーとして出席可能とする。
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役　員　区　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員の

員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取　　締　　役
（うち社外取締役）

313
(57)

247
(57)

66
(ー)

ー
(ー)

13
(4)

監　　査　　役
（うち社外監査役）

78
(32)

78
(32)

ー
(ー)

ー
(ー)

7
(4)

合　　計 392 325 66 ー 20

なお、取締役の個人別の報酬等の内容については、代表取締役社長が策定した原案に基づ
き指名・報酬委員会が決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行ったうえで答申してお
り、取締役会においても当該原案は妥当な内容と判断しております。

⑥　当事業年度に係る取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

（注）1. 上表には、2023年6月27日開催の第114回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び監査役２名（うち社外監査役
1名）を含んでおります。

2. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 当事業年度においては、基本報酬については、2023年６月27日開催の取締役会において、当社内規に基づき役位に応じて支給する

こととしております。
4. 業務執行取締役に対して、業績を意識した経営を行うよう動機づけるため、業績連動報酬等として賞与を支給しております。

賞与は、各事業年度の業績（連結営業利益）に応じて、指名・報酬委員会の答申を得て、2024年4月30日開催の取締役会において
支給総額を決定し、これを役位別の基準に基づき配分しております。
当事業年度における連結営業利益率の実績は、1.3％であり、この場合、賞与の支給総額の上限は、250百万円以内となります。

5. 取締役の報酬限度額は、2006年6月29日開催の第97回定時株主総会において年額900百万円以内（ただし、使用人分給与は含まな
い。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は13名です。
監査役の報酬限度額は、2006年6月29日開催の第97回定時株主総会において年額200百万円以内と決議いただいております。当該
定時株主総会終結時点の監査役の員数は６名（うち、社外監査役3名）です。
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出席状況、発言状況及び
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 加々美　光　子

当事業年度中に開催された取締役会13回中12回に出席し（出席率92％）、弁護士
業務を通じて培われた豊富な経験及び企業法務の専門的な知識をもとに発言を行っ
ております。また、2019年11月に、当社連結対象の完全子会社である株式会社メ
ディセオが、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立入検査
を受けた以降は、社外取締役として、コンプライアンスの徹底に向けて有益なご意
見、適切なご助言をいただくなど、その職責を十分に果たしております。加えて、
コンプライアンス委員会の委員として、当社グループのコンプライアンスを継続的
にモニタリングし、遵法精神に則った企業風土を確立していくうえで有益なご意
見、適切なご助言をいただいております。さらに、指名・報酬委員会の委員とし
て、コーポレートガバナンスの充実のために有益なご意見、適切なご助言をいただ
いております。

取 締 役 浅　野　敏　雄

当事業年度中に開催された取締役会13回中11回に出席し（出席率85％）、会社の
経営に関与された豊富な経験と幅広い見識をもとに発言を行っております。また、
2019年11月に、当社連結対象の完全子会社である株式会社メディセオが、独占禁
止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立入検査を受けた以降は、社
外取締役として、コンプライアンスの徹底に向けた実効性のある取り組みを行うよ
う提言するなど、主導的な役割を果たしており、その職責を十分に果たしておりま
す。さらに、指名・報酬委員会の委員長として、コーポレートガバナンスの充実の
ためにご尽力をいただいております。

取 締 役 昌　子　久仁子

当事業年度中に開催された取締役会13回中12回に出席し（出席率92％）、薬事や
臨床開発に関する豊富な経験と幅広い見識をもとに発言を行っております。また、
2019年11月に、当社連結対象の完全子会社である株式会社メディセオが、独占禁
止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立入検査を受けた以降は、社
外取締役として、コンプライアンスの徹底に向けて有益なご意見、適切なご助言を
いただくなど、その職責を十分に果たしております。加えて、コンプライアンス委
員会の委員として、当社グループのコンプライアンスを継続的にモニタリングし、
遵法精神に則った企業風土を確立していくうえで有益なご意見、適切なご助言をい
ただいております。さらに、指名・報酬委員会の委員として、コーポレートガバナ
ンスの充実のために有益なご意見、適切なご助言をいただいております。

⑦　社外役員の当事業年度における主な活動状況
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出席状況、発言状況及び
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 岩　本　　洋

当事業年度中に開催された取締役会13回全てに出席し（出席率100％）、金融業界
にて培った財務業務、人事業務の経験とその後の情報・通信業界における豊富なマ
ネジメント経験と幅広い見識をもとに発言を行っております。また、2019年11月
に、当社連結対象の完全子会社である株式会社メディセオが、独占禁止法違反の疑
いがあるとして、公正取引委員会による立入検査を受けたことについて、社外取締
役として、コンプライアンスの徹底に向けて有益なご意見、適切なご助言をいただ
くなど、その職責を十分に果たしております。さらに、指名・報酬委員会の委員と
して、コーポレートガバナンスの充実のために有益なご意見、適切なご助言をいた
だいております。

監 査 役 豊　田　友　康

当事業年度中に開催された取締役会13回全てに出席し（出席率100％）、また当事
業年度中に開催された監査役会13回全てに出席し（出席率100％）、会社の経営に
関与された豊富な経験と幅広い見識をもとに発言を行っております。加えて、コン
プライアンス委員会のオブザーバーとして、当社グループのコンプライアンスを継
続的にモニタリングし、遵法精神に則った企業風土を確立していくうえで有益なご
意見、適切なご助言をいただいております。さらに、指名・報酬委員会のオブザー
バーとして、コーポレートガバナンスの充実のために有益なご意見、適切なご助言
をいただいております。

監 査 役 佐　貫　葉　子

当事業年度中に開催された取締役会13回中12回に出席し（出席率92％）、また当
事業年度中に開催された監査役会13回全てに出席し（出席率100％）、弁護士実務
を通じて培われた豊富な経験及び企業法務の専門的な知識等をもとに発言を行って
おります。加えて、コンプライアンス委員会のオブザーバーとして、当社グループ
のコンプライアンスを継続的にモニタリングし、遵法精神に則った企業風土を確立
していくうえで有益なご意見、適切なご助言をいただいております。さらに、指
名・報酬委員会のオブザーバーとして、コーポレートガバナンスの充実のために有
益なご意見、適切なご助言をいただいております。

監 査 役 市　野　初　芳

2023年6月27日就任以降に開催された取締役会9回全てに出席し（出席率
100％）、また、2023年6月27日就任以降に開催された監査役会10回全てに出席
し（出席率100％）、税理士実務を通じて培われた豊富な経験及び経営のプロフェ
ッショナルを育成する大学院教授としての専門的な知識をもとに発言を行っており
ます。加えて、コンプライアンス委員会のオブザーバーとして、当社グループのコ
ンプライアンスを継続的にモニタリングし、遵法精神に則った企業風土を確立して
いくうえで有益なご意見、適切なご助言をいただいております。さらに、指名・報
酬委員会のオブザーバーとして、コーポレートガバナンスの充実のために有益なご
意見、適切なご助言をいただいております。
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報酬等の額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 96

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 322

(4) 会計監査人の状況（2024年3月31日現在）
①　名称　　　　有限責任 あずさ監査法人
②　報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区
分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

2. 監査役会は、取締役、財務経理部門及び会計監査人から必要な資料を入手し、報告を受けるほか、前事業年度の監査計画及び監
査の遂行状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社
法第399条第1項の同意を行っております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項に定められている解任事由に該当する状
況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合、もしくは監督官庁から監査業務停止処
分を受ける等、当社の監査業務に重大な支障を来す事態が生じた場合には、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　当社定款の責任限定契約に関する規定に基づき、当社が会計監査人と締結した責任限定契
約の内容の概要は次のとおりであります。
・会計監査人が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425

条第1項に規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定が認められるのは、当該会計監査人が責任の原因となった職務の遂行につ

いて善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。
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(5) 業務の適正を確保するための体制（2024年3月31日現在）
　当社は、会社法第362条第5項の規定に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他会社の業務並びに会社及び子会社から成る企業集団の業
務の適正を確保するための体制についての基本方針（内部統制システムの基本方針）を以下の
とおり定めております。
①　当社及び子会社の取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
　当社は、事業展開の指標となる経営理念、経営方針を定めるほか、取締役会規則に定める
経営上の重要事項については取締役会において決定する。更に、その他の重要会議において
監査役の出席を求め、重要な決定についても日常的に監査役の監査を受ける。
　また、グループ会社においても同様の体制を整備する。併せて、グループ会社に関する諸
規程を制定し、重要事項の事前承認や報告を受けることにより、業務の適正を確保する。
　この内部統制の整備・充実を図るため、必要に応じ適宜に見直し、改善を図る。また、そ
の周知徹底によって経営の透明性と健全性を継続確保しながら、円滑な事業展開と収益確保
を通じ、企業価値を最大限に高めていくことをめざす。
②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程、情報管理規程、個人情報保護管理規程等の社内規程により、保存及び管理
（廃棄を含む）を適切に実施し、必要に応じて適宜に見直し等を行う。
③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制については、規則、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成
等を行い、その周知徹底を図る。
　当社グループにおいてリスクが現実化し、重大な影響が予測される場合は、予め任命され
た危機管理担当役員が主体的役割を担う。なお、反社会的勢力による経営活動への関与につ
いては、危機管理担当役員のもと、対応する部門を定め、一元的に管理することにより防止
を徹底する。
　また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度への対応としては、各部
門において、内部統制の維持・整備機能を担い、更に、そのモニタリングを実施するための
権限を有した監査室を設け、グループ会社の内部監査部門との連携により、損失の危険を早
期に発見することに努める。
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④　当社及び子会社の取締役等の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
　組織関係の諸規程において、取締役及び執行役員の業務分掌や職務権限を明確にするとと
もに、業務を担当する部門を定め、効率的で適正な意思決定を行い、業務を執行する。
　また、取締役会において策定された当社グループの中期経営計画を踏まえて、年度の予算
編成や事業計画を定め、更にグループ会社の進捗状況を検証することにより、効率的に業務
を遂行する。
⑤　当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　社内規程を整備し、従業員等に対し周知徹底を図るとともに、監査・モニタリング体制を
整備することにより、業務の適正を確保する。
　また、当社グループでは、公益通報に関する窓口を社内及び社外に設置し、グループ内部
の問題を早期に発見することに努める。
⑥　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社グループは、医療と健康、美を支える流通企業として、取り扱う商品や情報を提供し
続けることが社会的な責任であると認識し、阻害要因となるリスクを最小限にとどめ供給体
制を維持するため、当社及びグループ会社が一体となって、上記①項から⑤項までの業務の
適正を確保するための体制の構築、運用、整備に努める。
　また、当社グループでは、統一的な監査基準のもとに監査を行い、併せて財務報告に係る
内部統制についても同一方針をもって有効性評価を実施する。
　併せて、当社グループの経営理念を実現し続けるため、定期的な研修やCSR委員会の活動
を通して、従業員等に対して当社グループの社会的責任・法令遵守についての意識を啓発す
る。
⑦　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
　監査役との充分な協議を行い、決定することとする。
　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに決した場合には、当該補助使用人に関する
人事は、監査役会の同意を必要とし、業務執行にかかわる役職との兼務はしないものとす
る。
　また、当該補助使用人は、監査役の補助業務に専念することとし、会社は、当該補助使用
人に対して指揮命令を行わないものとする。
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⑧　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役等及び使用人又はこれらの者から
報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制
　会社が決定する重要な事項は、監査役に報告することとし、更に、監査室が行う監査の結
果、その他により会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは遅滞なく報
告する。
　また、グループ会社から報告を受けた重要な事項についても、都度報告をする。
　このほか、当社及び社外に設置している公益通報に関する窓口への通報内容についても、
定期的に報告する。
　上記にかかわらず、当社及びグループ会社の取締役及び使用人は、当社及びグループ会社
に重大な影響を及ぼす事項が生じた場合には、いつでも監査役に報告することができ、監査
役は、いつでも必要に応じて、当社及びグループ会社の取締役及び使用人に対して報告を求
めることができる。
　また、監査役へ報告した者に対して、当該報告をしたことを理由として人事上の制裁処分
その他の不利な取扱いを行わないものとする。
　更に、当社及びグループ会社の監査役は、定期的に連絡会議を開催し、相互に情報交換を
行うものとする。
⑨　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査にかかる諸費用については、一定額の予算を確保するとともに、監査役がその職務の
執行について、費用の前払い等を請求したときは、所要額を支払うものとする。
⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、当社を取り巻く重
要なリスク、監査上の重要課題等について意見交換を行う。
　監査役から要請があった場合、監査室及び会計監査人は監査役との会合等により連携を図
ること、また、会社の重要会議へ監査役が出席すること、更に、監査室及び管理部門は、監
査役の補助を行うことなど、監査役の監査が実効的に行われる体制を確保する。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要（2024年3月31日現在）
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりで
あります。
①　取締役の職務執行の効率性の確保のための取組み
　取締役会は、当事業年度中に13回開催し、法令等に定められた事項や経営上の重要事項に
ついて審議し、決定しております。取締役会では、議長である社長が率先して、他の取締役
及び監査役との自由闊達で建設的な議論・意見交換に取り組んでおり、意思決定及び監督の
実効性が確保されていると考えております。
②　コンプライアンスに対する取組み
　当社グループでは、当社の代表取締役社長が「グループコンプライアンス管掌」の任にあ
たり、経営トップが自ら率先して、コンプライアンス経営を推進しております。
　また、組織的かつ継続的に取り組んでいくため、社長の直轄組織として、「コンプライア
ンス統括室」を設置し、グループ全体に対するさらなるコンプライアンスの強化を図ってお
ります。
　加えて、当社グループのコンプライアンスを継続的にモニタリングしていくことを目的と
して、「コンプライアンス委員会」を設置し、改善と継続に向けた、指導、助言、監督を行
うこととしています。同委員会は、取締役会の諮問機関として、グループコンプライアンス
管掌を委員長とし、医療用医薬品等卸売事業の営業経験のある業務執行取締役、社外取締役
を交えた構成としております。また、監査役などもオブザーバーとして参加し、さまざまな
アドバイスをいただくことで、より実効性の高いモニタリングを行っております。
③　リスク管理に対する取組み
　当社グループは、リスク管理体制については、規則、ガイドラインの制定、研修の実施、
マニュアルの作成等を行い、その周知徹底を図っております。
　このほか、ＣＳＲ委員会、内部統制委員会、情報管理委員会を設置し、リスク発生の未然
防止策を審議検討することにより、適切なリスクコントロールに取り組んでおります。
④　監査役の監査の実効性の確保のための取組み
　監査役は、取締役会、グループ社長会をはじめ、重要な社内会議に出席するほか、取締
役、社内関係部門及び会計監査人との定期的な会合等を通じて意思疎通及び情報交換を図
り、業務の執行状況を確認しており、監査の実効性が確保されていると考えております。
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⑤　グループにおける業務の適正を確保するための取組み
　当社のグループ会社は、当社と一体となって、内部統制システムを構築、運用、整備して
おり、グループ会社の重要事項については、当社に対し、事前協議や報告を行うことによ
り、業務の適正が確保されていると考えております。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、既存事業の安定的成長に資する戦略投資のみならず、特に重点事業と位置付けた
「新規事業」、「医療機器・試薬事業」及び「アグロ・フーズ事業」に経営資源を集中的に投
下することで、企業価値の持続的向上に努めております。
　その利益配分につきましては、原則として「2027中期ビジョンに掲げた成長投資に伴い発
生するのれん償却費・無形資産償却費控除前の利益に対する配当性向を安定的に維持・向上さ
せる」ことと併せ、資金需要を総合的に見極めながら、資本効率の向上と株主の皆さまへの一
層の利益還元を目的とした「自己株式の取得・消却」を弾力的に実施する方針です。
　これにより2023年３月期から2027年３月期の５年間累計で、2027中期ビジョンに掲げた
成長投資に伴い発生するのれん償却費・無形資産償却費控除前の利益に対して総株主還元性向
40％の実現を図ってまいります。
　当期の期末配当金につきましては、当期の財務状況等を勘案の上、1株につき前年と同額の
30円とさせていただきました。すでに2023年12月4日に実施ずみの中間配当金1株につき30
円と合わせまして、年間配当金は1株につき60円となります。
　当社は、今後も業績向上と株主価値の増大に努めてまいります。
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連結計算書類

連結貸借対照表（2024年3月31日現在） （単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

1,244,190
230,154
15,432
742,652

316
172,030
66,516
17,218
△129

554,937
270,953
108,911
34,824
117,324
6,717
3,174

39,014
11,625
17,653
8,042
1,693

244,969
210,865

110
5,431
9,749
19,457
△645　

流 動 負 債 1,007,719
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 924,297
未 払 法 人 税 等 13,630
賞 与 引 当 金 8,035
災 害 損 失 引 当 金 453
独占禁止法関連損失引当金 5,704
そ の 他 55,596

固 定 負 債 54,796
繰 延 税 金 負 債 34,056
再評価に係る繰延税金負債 825
退 職 給 付 に 係 る 負 債 16,583
そ の 他 3,330

負 債 合 計 1,062,515
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 540,265
資 本 金 22,398
資 本 剰 余 金 99,807
利 益 剰 余 金 439,315
自 己 株 式 △21,254

その他の包括利益累計額 60,083
その他有価証券評価差額金 70,347
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3
土 地 再 評 価 差 額 金 △13,415
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,908
退職給付に係る調整累計額 1,246

非 支 配 株 主 持 分 136,263

純 資 産 合 計 736,612

資 産 合 計 1,799,127 負 債 純 資 産 合 計 1,799,127
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連結損益計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） （単位：百万円）

科　　目 金　　額
売 上 高 3,558,732
売 上 原 価 3,312,077

売 上 総 利 益 246,654
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 199,324
営 業 利 益 47,330

営 業 外 収 益
受 取 利 息 29
受 取 配 当 金 2,761
情 報 提 供 料 収 入 8,360
不 動 産 賃 貸 料 2,300
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3,584
そ の 他 2,377 19,414

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8
不 動 産 賃 貸 費 用 1,293
投 資 事 業 組 合 運 用 損 573
そ の 他 298 2,174
経 常 利 益 64,570

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 4
段 階 取 得 に 係 る 差 益 1,253
投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,736
受 取 補 償 金 1,944
そ の 他 24 11,963

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 145
減 損 損 失 707
投 資 有 価 証 券 評 価 損 225
災 害 に よ る 損 失 259
災 害 損 失 引 当 金 繰 入 額 453
そ の 他 1 1,793
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 74,741
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 24,693
法 人 税 等 調 整 額 △1,720 22,973
当 期 純 利 益 51,768
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 10,293
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 41,474
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連結株主資本等変動計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 22,398 101,597 414,723 △26,288 512,430
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,179 △11,179
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 41,474 41,474
自 己 株 式 の 取 得 △10,002 △10,002
自 己 株 式 の 消 却 △7,865 7,865 －
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 5,525 △5,525 －
株式交換による増加 550 7,170 7,720
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △0 △0
土地再評価差額金の取崩 △177 △177
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － △1,790 24,592 5,033 27,835
当 期 末 残 高 22,398 99,807 439,315 △21,254 540,265

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 61,439 5 △13,700 1,547 △364 48,927 126,697 688,055
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,179
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 41,474
自 己 株 式 の 取 得 △10,002
自 己 株 式 の 消 却 －
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 －
株式交換による増加 7,720
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △0
土地再評価差額金の取崩 △177
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 8,908 △9 285 361 1,610 11,155 9,565 20,721
当 期 変 動 額 合 計 8,908 △9 285 361 1,610 11,155 9,565 48,557
当 期 末 残 高 70,347 △3 △13,415 1,908 1,246 60,083 136,263 736,612
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貸借対照表

計算書類

貸借対照表（2024年3月31日現在） （単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

未 収 入 金

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

その他の関係会社有価証券

関 係 会 社 出 資 金

匿 名 組 合 出 資 金

そ の 他　

36,006

21,009

1,008

316

879

1,291

11,501

332,175

5,877

361

5,300

215

6,955

6,168

786

319,342

102,282

204,784

2,386

3,032

4,733

2,123　

流 動 負 債 2,398

買 掛 金 581

未 払 金 1,179

賞 与 引 当 金 188

そ の 他 448

固 定 負 債 20,051

繰 延 税 金 負 債 19,572

資 産 除 去 債 務 102

そ の 他 376

負 債 合 計 22,449

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 292,481

資 本 金 22,398

資 本 剰 余 金 133,372

資 本 準 備 金 133,372

利 益 剰 余 金 157,966

利 益 準 備 金 1,795

そ の 他 利 益 剰 余 金 156,170

繰 越 利 益 剰 余 金 156,170

自 己 株 式 △21,254

評 価 ・ 換 算 差 額 等 53,249

その他有価証券評価差額金 56,972

土 地 再 評 価 差 額 金 △3,722

純 資 産 合 計 345,731

資 産 合 計 368,181 負 債 純 資 産 合 計 368,181
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損益計算書

損益計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） （単位：百万円）

科　　目 金　　額

営 業 収 入

事 業 投 資 収 入 3,412

経 営 管 理 料 9,197

関 係 会 社 受 取 配 当 金 17,431

不 動 産 賃 貸 収 入 264 30,306

営 業 費 用

事 業 投 資 原 価 2,553

不 動 産 賃 貸 原 価 278

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,614 17,446

営 業 利 益 12,859

営 業 外 収 益 1,966

営 業 外 費 用 747

経 常 利 益 14,078

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,252

受 取 補 償 金 1,786 10,038

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 224

関 係 会 社 株 式 評 価 損 515 739

税 引 前 当 期 純 利 益 23,377

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,919

法 人 税 等 調 整 額 374 2,293

当 期 純 利 益 21,083
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2023年4月1日から2024年3月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本
剰余金合計 利益準備金

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 22,398 133,372 1,789 135,162 1,795 151,791 153,587
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,179 △11,179
当 期 純 利 益 21,083 21,083
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 消 却 △7,865 △7,865
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 5,525 5,525 △5,525 △5,525

株式交換による増加 550 550
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △1,789 △1,789 － 4,378 4,378
当 期 末 残 高 22,398 133,372 － 133,372 1,795 156,170 157,966

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △26,288 284,859 52,481 △3,722 48,759 333,618
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,179 △11,179
当 期 純 利 益 21,083 21,083
自 己 株 式 の 取 得 △10,002 △10,002 △10,002
自 己 株 式 の 消 却 7,865 － －
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 － －

株式交換による増加 7,170 7,720 7,720
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 4,490 － 4,490 4,490

当 期 変 動 額 合 計 5,033 7,622 4,490 － 4,490 12,113
当 期 末 残 高 △21,254 292,481 56,972 △3,722 53,249 345,731
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連結会計監査報告

監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 塚　原　克　哲
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 御　厨　健太郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木　村　純　一

独立監査人の監査報告書
2024年5月13日

株式会社メディパルホールディングス
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社メディパルホールディングスの2023年４月１日か
ら2024年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
株式会社メディパルホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結
計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監
査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい
て報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 塚　原　克　哲
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 御　厨　健太郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木　村　純　一

独立監査人の監査報告書
2024年5月13日

株式会社メディパルホールディングス
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メディパルホールディングスの2023年４月
１日から2024年３月31日までの第115期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい
て報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年4月1日から2024年3月31日までの第115期事業年度における取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監査

室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取
締役等及び有限責任 あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を
「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事
項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役 平　澤　利　夫 ㊞
常 勤 監 査 役 橋　田　一　夫 ㊞
社 外 監 査 役 豊　田　友　康 ㊞
社 外 監 査 役 佐　貫　葉　子 ㊞

（戸籍名 板　澤　葉　子 ）

社 外 監 査 役 市　野　初　芳 ㊞

　2024年5月14日

株式会社メディパルホールディングス 監査役会

　
以　上
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地図

第115回定時株主総会会場ご案内図

会 場 東京ベイ有明ワシントンホテル ３階アイリスの間
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●「りんかい線」新木場駅から
〈交通機関〉

徒歩
3分

徒歩
3分

徒歩
3分

新木場駅
●「りんかい線」大崎駅から

大崎駅

●「ゆりかもめ」新橋駅から
新橋駅

東
京
ベ
イ
有
明

ワ
シ
ン
ト
ン
ホ
テ
ル

国際展示場駅

東京ビッグサイト駅
●「ゆりかもめ」豊洲駅から

豊洲駅 有明駅

東京ビッグサイト駅

国際展示場駅

有
明
駅

TOC有明

国道 357号（湾岸道路）

水の広場公園
至 新橋駅

至 豊洲駅

至 新木場駅至 大崎駅

首都高速湾岸線

ゆりかもめ

りんかい線

有明
セントラルタワー

東京ビッグサイト
有明客船
ターミナル

有明
フロンティアビルTFTビルTFT

ホール

パナソニック
センター

株主総会会場
東京ベイ有明ワシントンホテル

品川

渋谷

大崎

大井町

東京

有楽町

豊洲

秋葉原新宿

新木場

国際展示場天王洲アイル

新橋

東京ビッグサイト 有明ゆりかもめ

りんかい線

JR山手線

地下鉄
有楽町線

JR埼京線 JR京葉線

JR総武線


